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序 文 

ベトナム政府は 1986 年のドイモイ政策開始以降、市場経済化への移行を進めており、さまざ

まな開放政策の一環として市場経済化に対応する法制度の整備を進めています。1992 年の憲法制

定以降、1990 年代には多くの法律が整備されましたが、基礎的法理論・立法技術の未発達や計画

経済的思考からの移行途上にあったこともあり、この時期に制定された多くの法律が短い期間で

の大幅改定を余儀なくされるなどの課題を抱えていました。これを受け、ベトナム政府は 2000

年から 2002 年にかけて「包括的法制度整備ニーズ・アセスメント」を実施し、当国の法整備・

司法分野全体の問題点の洗い出しを行った上でその改善に向けた具体的方策の整理を行ってき

ました。こうした流れの中で、ベトナム共産党中央委員会政治局は 2005 年に相次いで 2 つの重

要な決議を発表しました。そのうち第 48 号決議「法制度整備戦略」は近代的な法治国家への転

換と市場経済体制の確立を目指した 2020 年までのベトナム法整備及び法運用・法執行体制改善

のための戦略を示しており、第 49号決議「司法改革戦略」は同じく 2020 年までのベトナム司法

制度改革の戦略を示しています。 

そのような背景のもと、JICA はベトナムにおいて、1996 年より主に民商事関連法案起草支援

や法曹人材育成について協力を行ってきました（「ベトナム法整備支援プロジェクト・フェーズ

１」（1996～1999 年）、フェーズ 2（2000～2003 年）、フェーズ 3（2003 年～2007 年））。プロジェ

クトにおいて起草支援した改正民法は 2005 年 6 月に国会にて可決・成立され、同じく支援を行

った民事訴訟法は 2004 年 11 月に国会にて可決・成立された他、法曹実務家を対象にした実務マ

ニュアルの共同作成などの成果を着実に挙げています。ただし、整備された法令を実務として遂

行する現場においては、制定された法令の趣旨が十分理解されていない状況も見受けられ、裁判

実務や法執行実務の改善を図る必要があったことから、2007 年 4月から 2011 年 3 月にかけて、

司法省・最高人民裁判所・最高人民検察院・ベトナム弁護士会を主なカウンターパートとした

「法・司法制度改革支援プロジェクト」を実施しました。2010 年 7 月に実施された終了時評価に

おいては、2011 年 3月までにプロジェクト目標は達成される見込みであり、今後は、フェーズ１

の成果を踏まえ、ベトナムの法・司法改革に対する継続的な支援をするために、さらなる実務の

改善に向けた取り組みを実施することが重要であることが確認されました。これまでの協力の成

果をふまえ、さらに実務の改善にむけた取り組みを進めるため、ベトナム政府より「法・司法制

度改革支援プロジェクト・フェーズ２」の要請があったことを踏まえ、JICA は 2010 年 11 月 22

日から 12 月 1 日にかけて、詳細計画策定調査を派遣しました。同調査団の調査・協議結果を取

り纏めた本報告書が、今後の法整備支援活動の進展に広く活用される事を願うものであります。 

終わりに、これらの調査にご協力とご支援をいただいた内外関係各機関の方々に心から謝意を

表するとともに、引き続き本プロジェクトに対する支援をお願い申し上げます。 

平成 23年 2 月 

独立行政法人国際協力機構      

公共政策部長 中川 寛章 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
作成日：平成 23 年 1 月 

担当部・課：公共政策部法・司法課 

１．案件名 

国名： ベトナム 

案件名： 法・司法制度改革支援プロジェクト フェーズ 2 

The Legal and Judicial System Reform Project Phase II 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、ベトナム中央司法関係機関（司法省、最高人民裁判所、最高人

民検察院、ベトナム弁護士連合会）において、法の運用や執行にかかる実務の現状や

課題及びベトナムの発展のニーズを踏まえて、法令の内容の改善及び法律の運用や裁

判・執行実務が改善されるよう、組織制度的・人的な能力を強化することを目標とし

ている。 

 

（２） 協力期間 

2011 年 4 月～2015 年 3 月（4年間） 

 

（３） 協力総額（日本側） 

3.9 億円 

 

（４） 協力相手先機関 

司法省（以下「MOJ」）、最高人民裁判（以下「SPC」）、最高人民検察院（以下「SPP」）、

ベトナム弁護士連合会（以下「VBF」） 

 

（５） 国内協力機関 

法務省 

日本弁護士連合会 

大学有識者を中心とする国内支援委員会（民法共同研究会、裁判実務研究会等） 

 

（６） 裨益対象者及び規模 

・ベトナム国の中央司法関係機関（司法省、最高人民裁判所、最高人民検察院、ベト

ナム弁護士連合会）所属職員から構成されるワーキンググループメンバー約 70 名。

・ワーキンググループメンバーらによるセミナー・研修実施や資料配布を通じてモニ

タリング・指導・助言・監督を受ける全国の省・県レベルの法曹および司法関連職

員（数百人規模を想定）。 
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３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

ベトナム政府は 1986 年のドイモイ政策開始以降、市場経済化への移行を進めてお

り、さまざまな開放政策の一環として市場経済化に対応する法制度の整備を進めてき

ている。1992 年の憲法制定以降、1990 年代には多くの法律が整備されたが、基礎的

法理論・立法技術が未発達であり、また計画経済的思考からの移行途上にあったため、

この時期に制定された多くの法律が短い期間で大幅改定を余儀なくされるなどの課

題を抱えていた。そこで我が国は、2000 年から 2002 年にかけて、他ドナーと共同で

実施された「包括的法制度整備ニーズ・アセスメント」にもとづき、当国の法整備・

司法分野全体の問題点の洗い出しを行った上で、その改善に向けた具体的方策の整理

を行ってきた。次いでベトナム共産党中央委員会政治局は 2005 年に第 48 号決議「法

制度整備戦略」（近代的な法治国家への転換と市場経済体制の確立を目指した 2020 年

までのベトナム法整備及び法運用・法執行体制改善のための戦略）および第 49 号決

議「司法改革戦略」（2020 年までのベトナム司法制度改革の戦略）を発表し、法の支

配の確立に向けた具体的な改革を進めている。 

こうした法・司法制度改革の実現に向けて解決しなければならない課題は引き続き

多く、依然として法令が不明確であり、法令間の齟齬等が見られている。特に地方レ

ベルにおいては、制定された法律を十分に理解しないまま実務が行われているのが現

状であり、県レベルまでを含め、現場に近い法曹及び司法関係職員が、法律の内容を

熟知し、適宜機関を跨って情報共有を進め、また中央の監督機関とやり取りをしなが

ら運用の方法を理解し適切に実施できるよう更なる取り組みが必要とされている。ま

た、裁判官の裁判実務能力が不十分で、依然として不適切な裁判が行われていること

に加え、検察官の能力の向上が遅れているために、適正な捜査監督に苦慮している。

さらに、弁護士の育成、能力強化も進んでいない。特に、司法制度改革の一環として

2010 年に県級の裁判所・検察院の管轄権が拡大されたが、現場で実務を行う人材の能

力はその変化に対応できていない。このような地方で生じている問題点を中央司法関

係機関がくみ上げ、適切な指導・助言を行うとともに制度的な改善策を講じる能力の

向上が急務となっている。 

我が国はベトナムにおいて、1996 年より主に民商事関連法案起草支援や法曹人材育

成について協力を行ってきた（「ベトナム法整備支援プロジェクト」フェーズ 1：1996

～1999 年、フェーズ 2：2000～2003 年、フェーズ 3：2003 年～2007 年）。プロジェク

トにおいて起草支援した改正民法は 2005 年 6 月に国会にて可決・成立され、同じく

支援を行った民事訴訟法は 2004 年 11 月に国会にて可決・成立された他、法曹実務家

を対象にした実務マニュアルの共同作成などの成果を着実に挙げている。ただし、整

備された法令を実務として遂行する現場においては、制定された法令の趣旨が十分理

解されていない状況も見受けられ、裁判実務や法執行実務の改善を図る必要があった

ことから、2007 年 4 月から 2011 年 3 月にかけて、司法省・最高人民裁判所・最高人

民検察院を主なカウンターパートとした「法・司法制度改革支援プロジェクト」（フ
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ェーズ１）を実施し、上記課題に取り組むこととなった。 

フェーズ 1では、裁判が公平かつ説得力があり、透明で適切かつ一貫性のあるもの

となることを最終的な目標とし、パイロット地区であるバクニン省などにおいて、地

方の法曹及び司法関係職員が直面する実務的な問題点の把握、分析、解決方法の検討

を行い、その経験や教訓を蓄積した上、その知見を中央機関において集約し、他の地

区の法曹及び司法関係職員の実務能力向上のための指導・支援体制の確立に活用する

とともに、地方の実務上の問題を踏まえながら民事関連法令や訴訟法等の起草・改正

への支援を行い、法曹養成機関におけるカリキュラムやテキストの改善への支援を行

うなどの活動を実施してきた。 

フェーズ１の成果として、地方の現状や課題を抽出し対処するノウハウが中央司法関連

機関に蓄積されつつあるが、フェーズ２においては、中央司法関連機関がそのノウハウを

使い、全国的な課題の抽出や改善策の検討を行い、その一連の活動が中央司法関連機関の

業務フローに定着することを目指す。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

上述のとおりドイモイ政策に基づく市場経済化に適合した法体系整備と法の執

行・運用体制整備のニーズは依然として高い。共産党中央委員会政治局決議第48号及

び第49号は、法制度の整備及び司法機関の人材育成を急務とする法整備・司法制度改

革の長期戦略方針を示しており、本プロジェクトは同方針に合致している。両決議は

事前評価時点でレビューを受けている最中であったが、方針に変更の見込みはなく、

今後も同国の法・司法制度を市場経済化にさらに適合させていくべく、改革を引き続

き進めていくことが確認されている。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け 

2008 年 1 月の第 13 回海外経済協力会議において、法制度整備支援を援助の重要分

野の一つとして戦略的に進めていくべきであることが合意された。これに基づき 2009

年 4 月に策定された法制度整備支援に関する基本方針において、ベトナム国は支援重

点国の一つと位置づけられている。 

対ベトナム国別援助方針（2009 年 7 月策定）においてガバナンスの強化がその他の

開発分野に取り組む基盤として設定されており、特に「法律の制定や改正の支援」、「法

執行に必要なシステムの構築と改善の支援」、「実務レベルでの法運用能力の改善を目

的とした人材育成（地方を含む）の支援」、「法情報の普及と司法アクセスの改善支援」

が重点領域に定められている。JICA 国別事業実施計画（2009 年 4 月策定）にも同様

の指針が定められており、本プロジェクトの目的及び枠組みはそれらに合致するもの

である。 

４．協力の枠組み 

フェーズ 1では、バクニン省（パイロット地域）を中心とした地方での活動を通じ

て、現場における裁判・執行実務の問題を発掘し、解決策を検討・実施するためのノ



4 

ウハウが中央司法関係機関に蓄積された。本プロジェクトでは、こうした経験を各機

関の組織制度的能力として定着させるため、フェーズ 1の対象地域とは異なる特性を

持つ他の地方でも広くその経験が繰り返し活用されること（フェーズ 1で見出された

課題解決方法が各地に展開されると同時に新たな課題やニーズが収集され、対策が検

討・実施されること）を通じて、こうした現場のニーズや課題の分析結果が各機関の

業務マニュアルやハンドブック等の執務参考資料に反映されて活用され（成果 1）、ま

た適正な裁判の基礎となる実体法・手続法・組織法もそれらを踏まえて起草・改正が

準備される（成果 2）ことを目指している。これにより、一連の「現場の問題・ニー

ズの発見～対策の検討・実施・文書化～現場へのフィードバック」のサイクルが、各

機関の業務フローとして定着し、組織制度的能力の強化につながることが期待され

る。 

 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

プロジェクト目標： 

中央司法関係機関において、実務上の課題及びベトナムの発展のニーズを踏まえて、

法規範文書の内容、法規範文書の運用及び裁判・執行の実務の改善のための組織的・

人的能力が強化される。 

 

指標： 

・ 中央司法関係機関が作成する執務参考資料*が、（改正された）法規範文書の内容

を踏まえて作成・改訂される。 

・ 中央司法関係機関において、現場のニーズを踏まえて執務参考資料や法規範文書

を作成するという方法が業務フローに反映される。 

 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

上位目標： 

法曹及び法律関係職員が、中央司法関係機関から助言・監督を受け、より円滑かつ統

一的な法規範文書の運用及び裁判・執行実務を行えるようになる。 

 

指標： 

・ 法規範文書の運用に関する実務上の問題への対応について、法曹及び法律関係職

員がアクセスできる執務参考資料に記載がある。 

・ 法規範文書の運用に関する実務上の問題への対応について、法曹及び法律関係職

員が、中央司法関係機関から助言を受ける機会を有している。 

 

* 執務参考資料とは、中央司法関係機関及びその関係機関の法曹・法律関係職員が、

各々の日常業務を遂行する際に依るべき資料であり、マニュアル、ハンドブック等を
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含む。 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

成果１： 

中央司法関係機関において、現場の実務に関する全国的なモニタリング・指導・助言・

監督の能力が向上する。 

 

活動： 

(1-1-1) SPC、SPP が、法規範文書に別段の定めがない限りにおいて、裁判統計や判決

書等、本プロジェクトの効果的な実施に必要な情報を収集し、裁判に関する

実務上の課題を分析する。 

(1-1-2) MOJ、SPC、SPP、VBF が、本プロジェクトの効果的な実施に必要な現場の実務

に関する情報を収集し、実務上の課題を分析する。 

(1-2-1) MOJ が、現場の法律関係職員（執行官、担保取引登録官、公証人、戸籍官）

に対するセミナー、トレーニングコースを開催する。 

(1-2-2) MOJ が、実施したセミナー、トレーニングコースの内容や教訓について、法

律関係職員及び本プロジェクト関係機関間で共有することを目的に、それぞ

れの終了後 3 か月以内に、報告書を作成する。 

(1-2-3) MOJ が、セミナー、トレーニングコースの内容や教訓を踏まえて、執務参考

資料を作成し、Judicial Academy（司法学院、以下「JA」)のテキストブッ

クを改訂する。 

(1-3-1) SPC が、裁判実務上の問題に対処するためのセミナーや研修等を企画、実施

する。 

(1-3-2) SPC が、実施したセミナー、研修の内容や教訓について、法曹、法律関係職

員及び本プロジェクト関係機関間で共有することを目的に、それぞれの終了

後 3か月以内に、報告書を作成する。 

(1-3-3) SPC が、セミナーや研修の内容や教訓を踏まえて、執務参考資料を作成する。

(1-4-1) SPP が、捜査・公判実務上の問題に対処するためのセミナーや研修等を企画、

実施する。 

(1-4-2) SPP が、実施したセミナー、研修の内容や教訓について、法曹、法律関係職

員及び本プロジェクト関係機関間で共有することを目的に、それぞれの終了

後 3か月以内に、報告書を作成する。 

(1-4-3) SPP が、セミナーや研修の内容や教訓を踏まえて、執務参考資料を作成する。

(1-5-1) VBF が、弁護士の実務上の問題点に対処するためのセミナーや研修等を企画、

実施する。 

(1-5-2) VBF が、実施したセミナー、研修の内容や教訓について、法曹、法律関係職

員及び本プロジェクト関係機関間で共有することを目的に、それぞれの終了

後 3か月以内に、報告書を作成する。 
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(1-5-3) VBF が、弁護士の実務上の問題点を改善するためのセミナーや研修等の結果

をもとに、執務参考資料等を作成する。 

(1-5-4) VBF が、本プロジェクトの支援対象である法規範文書を分析し、会員の意見

を集約し、これらの法規範文書の改善のための提案を取りまとめるためのセ

ミナーを開催する。 

(1-5-5) VBF が、現行法についての立法的提言を発表する。 

(1-6) MOJ、SPC、SPP、VBF が、実務に関する問題点を共有し、法曹及び法律関係職

員が直面する課題の対応策を検討するため、関係する機関の法曹や法律関係

職員が一緒に参加する「共同活動」を実施する。1 

(1-7) SPC が、「判例」に関する研究を発展させ、法規範文書を統一的に適用する

ための情報を収集し、取り纏める。 

(1-8) SPP が、犯罪学、犯罪統計等の刑事政策に関する情報を収集し、取り纏める。

（犯罪学センターに関する活動） 

(1-9) MOJ が、他の Joint Coordination Committee(以下「JCC」)メンバーと協議

の上、少なくとも一年に一回、実施した活動及び活動の予定を報告するため

の JCC 会合を召集する。 

(1-10)  MOJ、SPC、SPP、VBF が、1-2-2、1-3-2、1-4-2 及び 1-5-2 の活動で作成した

報告書を可能な限り広く普及する。 

 

指標： 

・ 中央司法関係機関における以下の業務の状況（プロジェクト開始時との比較） 

➢情報収集や実務上の課題の分析が、定期的かつ広汎に行われる。 

➢ セミナーやワークショップが、現場の課題を踏まえ、対象者のニーズに合った

形で、企画・立案・実施される。 

・ 中央司法関係機関が作成する執務参考資料に、現場の情報や実務上の課題の分析

結果が反映される。 

・ 中央司法関係機関が作成する執務参考資料が、セミナーやワークショップで得ら

                                                  
1 MOJ、SPC、SPP、VBF が実施する「共同活動」について 

本プロジェクトは、フェーズ１での活動により発掘された「機関をまたがって取り組むべき発展的な課

題」に対し、中央司法関連機関が協調して共同活動を行うプロジェクトデザインとなっている。共同活動

で取り組む「発展的な課題」の具体的な例として、例えば民事裁判や刑事裁判における審理の充実に関し、

これまでは問題点の検討などを裁判所が個別に行っていたが、裁判所が主導する手続に加えて、当事者的

な立場に立つ検察官（検察院）や弁護士（弁護士会）がイニシアチブを発揮する手続の活性化を検討する

には、それら当事者の立場からの意見が不可欠である。そこで、裁判所、検察院及び弁護士会が共同して

改善策を検討することができれば、より充実した審理が可能となることが期待される。次に、判決が出さ

れた後の判決内容の実現のプロセスに関しても、判決内容を強制的に実現するための機関（判決執行局）

が、判決の内容が不明確（対象となる土地の範囲の不明確等）であるためにその強制的な実現を達成する

ことが困難であるケースが数多く存在する。このような場合に、判決執行局は、個々の判決について個別

に問い合わせるなどの対応を取っているが、そのために判決内容の実現に時間を要する結果となっている。

判決執行局と裁判所との間で、このようなケースの場合はこのような書式で判決書を作成する、といった

ような取り決めができれば、個々のケースについて一つ一つ確認する労力が省かれ、迅速かつ効率的な判

決内容の実現が期待される。 
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れた教訓を踏まえて作成・改訂される。 

・ 中央司法関係機関が作成する執務参考資料が、それを必要とする職員等にとって

アクセス可能になる。 

・ 中央司法関係機関が実務上の課題を解決するために、課題共有活動を実施する。

 

成果２： 

適正な裁判の基礎となる実体法・手続法・組織法等の法規範文書の草案が適切に作成

される。 

 

活動： 

(2-1) MOJ が、改正民法、不動産登記法及び担保取引登録法の最終草案を作成するた

めのセミナー等を開催する。 

(2-2) SPC が、改正民事訴訟法の最終草案を作成するためのセミナー等を開催する。

(2-3) SPC が、改正裁判所組織法の最終草案を作成するためのセミナー等を開催する。

(2-4) SPP が、改正刑事訴訟法の最終草案を作成するためのセミナー等を開催する。

(2-5) SPP が、改正検察院組織法の最終草案を作成するためのセミナー等を開催する。

(2-6) SPC が、行政事件訴訟法の趣旨が反映された同法の下位法規範文書の最終草案

を作成するためのセミナー等を開催する。 

(2-7) MOJ が、民事判決執行法、国家賠償法及び戸籍法に関する情報を収集し、分析

するためのセミナー等を開催する。 

 

指標： 

・改正民法、不動産登記法、担保取引登録法、改正民事訴訟法、改正裁判所組織法、

改正刑事訴訟法、改正検察院組織法、改正検察院組織法の草案が、以下の点を考慮

したものに改善される。         

➢ベトナムの市場経済の発展に適合している。 

➢実務上の問題点を踏まえている。         

・行政事件訴訟法と整合する下位法規（常任委員会令）に、違法な行政行為により侵

害された国民の権利が、円滑かつ確実に保護される内容が含まれている。 

・民事判決執行法及び国家賠償法につき、それぞれの改正に向けた実務上の問題点及

び改善策に関する報告書が作成される。  

・戸籍法制定に向けた実務上の問題点が整理される。 

 

 

（３） 投入（インプット） 

①日本側（総額約 3.9 億円） 

長期専門家(総括・法司法制度改革（検察）、裁判実務改善（裁判官）、弁護士能力強化

／起草支援（弁護士）、業務調整） 
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短期専門家 

国内支援委員会 

本邦研修 JICA-net セミナー 

セミナー・ワークショップ等現地活動に関する費用 

 

②ベトナム国側 

プロジェクトダイレクター 

プロジェクトマネージャー 

ワーキンググループメンバー 

プロジェクトに関する事務的な作業に必要な資材 

日本側が負担する費用以外の、上記に関する費用 

 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

1) 成果（アウトプット）達成のための外部条件 

対象法規範文書がベトナムの立法計画**から外れない。 

トレーニングを受講した職員等が離職しない。 

2) プロジェクト目標達成のための外部条件 

 支援対象の実体法・手続法・組織法の立法化が遅延しない。 

助言・監督に関する中央司法関係機関のマンデートが変更されない。 

3) 上位目標達成のための外部条件 

中央司法関係機関間の連携・調整を阻害する事情が生じない。 

 

** 立法計画とは、ベトナム国会が制定する予定の法律をロングリストにした年次計

画のことであり、各担当省庁がその計画に沿って立法を行う。 

５．評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 

妥当性はかなり高い； 

 

ベトナム国の政策との整合性については、同国の法司法改革の中長期戦略である、

ベトナム共産党中央委員会政治局決議 2005 年第 48 号(Resolution No.48/NQ-TW of 

24th May、 2005)および第 49 号議(Resolution No.49/NQ-TW of 2nd June、 2005)に

ついて、今後の方針に特段の変更の見込みはなく、同国の法・司法制度を市場経済化

にさらに適合させていくべく、改革を引き続き進めていくことが確認された。本プロ

ジェクトは、法・司法制度改革に向けた中央司法関係機関の能力向上を目的としてお

り、上記国家戦略に合致するものである。 

現在ベトナム国法・司法制度が直面している大きな課題の一つとして、県級の裁判

所・検察院の管轄拡大が進んだことから、県級の裁判官・検察官の能力向上および中

央司法関係機関が県レベルにまで指導・助言を浸透させる組織制度的能力の強化が急
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務となっており、そのために中央司法関係機関側では、フェーズ１を通じて経験した

活動の流れを全国に展開するため組織の業務フローとして定着させることが直近の

課題であり、本プロジェクトはベトナムのニーズに合致したものである。 

一方我が国の政策との整合性に関しては、対ベトナム国別援助方針（2009 年 7 月策

定）においてガバナンスの強化がその他の開発分野に取り組む基盤として設定されて

おり、特に「法律の制定や改正の支援」、「法執行に必要なシステムの構築と改善の支

援」、「実務レベルでの法運用能力の改善を目的とした人材育成（地方を含む）の支援」、

「法情報の普及と司法アクセスの改善支援」が重点領域に定められている。JICA 国別

事業実施計画（2009 年 4 月策定）にも同様の指針が定められており、本プロジェクト

の目的及び枠組みはそれらに合致するものである。 

 

（２） 有効性 

高い有効性が見込まれる； 

 

本プロジェクトは、中央司法関係機関において、現場の実務に関する全国的なモニ

タリングを行い、現場の抱える課題に対する執務参考資料等を作成しながら、地方へ

の指導・助言・監督能力を向上させ（成果１）、また同時に、適正な裁判の基礎とな

る実体法・手続法・組織法等の法規範文書の草案が適切に作成される（成果２）とい

う成果で構成されている。各成果は、現場で収集された課題の分析が法規範文書の作

成に反映されること（成果１から成果２へのフィードバック）、また新しい法規範文

書が中央司法関係機関の作成する執務参考資料やトレーニング等に反映されること

（成果２から成果１へのフィードバック）を通して、それら一連の過程が業務フロー

として定着する事により、プロジェクト目標が達成されるというプロジェクトデザイ

ンとなっている。 

この目標達成のための成果は、各中央司法関係機関においてセミナーやワークショ

ップの企画・実施および執務参考資料の作成・改訂が、現場の情報収集や課題の分析

を定期的かつ広汎に行い、得られた結果がその後に活用されるような方法で実施され

るよう、設定されている。また、適正な裁判の基礎となる実体法・手続法・組織法の

起草・改正案が、ベトナム法・司法制度改革の上位方針に適合し、かつ現場実務の問

題点を踏まえて準備されることも活動の成果として見込まれている。 

特に本プロジェクトでの活動においては、まずフェーズ 1 で抽出された実務上の問

題点を優先的に選定すること、活動地域を適切に選定すること（プロジェクト期間を

通じて北部・中部・南部等で実施する等全国への波及効果を重視すること、周辺から

の参加が多く見込まれる地域を選定すること、明確な課題が存在する地域で活動する

こと等）、テーマに応じて関係機関の職員が共同して参加する「共同活動」の形を取

り入れること、各セミナーや研修の内容に応じてそのテーマを扱うに相応しい部局が

共同企画または講師として協力すること、それらセミナーや研修の報告書を作成して

広く活用する、あるいは執務参考資料に反映した上で関係者が閲覧可能な状態にして
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共有すること、等がベトナム側と合意されており、フェーズ 1の成果を踏まえてさら

にプロジェクトの効果を発展させ、かつ組織のキャパシティとして根付かせるための

枠組みが担保されている。 

 

 

（３） 効率性 

高い効率性が見込まれる； 

 

本プロジェクトの投入や運営システムは、効率性が高く評価されたフェーズ 1と基

本的には同様であり、円滑かつ効率的なプロジェクトの実施が見込まれる。本プロジ

ェクトにおいても、フェーズ１と同様に、現場の課題・ニーズやベトナム国家レベル

あるいは各機関レベルの短期戦略に対応しながら柔軟に支援できるよう、プロジェク

ト目標の達成を担保する条件やその他優先的な考慮事項を設定した上で、具体的な活

動内容を状況にあわせて適切なタイミングで詳細化していくことが必要である2。 

なお、フェーズ１では、支援の効率性を担保している特徴として、現地の事情にも

詳しい日本人専門家が常駐していること、また最高裁・法務省・日弁連といった機関

が組織的に責任を持って協力しており、加えて国内支援委員会や本邦研修を通じて我

が国が有する学術的・実務的な知見や経験も集約され提供されていること等が、カウ

ンターパート関係者から指摘された。これら諸要素は、今フェーズでも引き続き確保

されている。 

プロジェクト管理の観点からは、フェーズ 1では、ベトナム側関係機関の国家機構

上の位置づけが異なったために、各機関の連携・調整に困難が伴う場合があった。ベ

トナムに根深く浸透している縦割りの文化を一朝一夕に変革することは困難である

が、本プロジェクトにおいては、機関をまたがった連携・調整の成功体験を積んで行

くことをプロジェクトが側面支援するという考え方で、まず着実な変化を促すことと

している（具体的には、共同して活動を実施するといった変革を一足飛びに目指すの

ではなく、まずそれぞれの活動の成果を共有し合い、互いの活動に「組織として」参

加し合うこと等）。 

また、各機関の実施した活動は設定された期限までに報告書等にまとめ、報告書や

作成した執務参考資料等を積極的に関係諸機関と共有する旨が PDM に規定されてお

り、プロジェクト関係機関間での円滑な情報共有による成果産出の効率を高めるのみ

ならず、日越双方での適時適切なプロジェクトモニタリングを可能とする基盤ともな

り、プロジェクト全体の効率性への高い貢献が見込まれる。 

 

                                                  
2プロジェクトの適切な評価・モニタリングが担保されるためにも、プロジェクト活動の進捗に伴い、各活

動の成果を明確にする(指標に記載された「執務参考資料」や「法規範文書」等を具体的に設定にし、活動

と成果とのつながりをより明らかにしていくこと等)必要がある。なお、中央司法関連機関は年度開始時に

年間計画を作成し、長期専門家と検討のうえ決定すること、また具体的なセミナーのテーマや成果品のイ

メージはプロジェクト開始後速やかに明確にすることをベトナム側と合意している。 
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（４） インパクト 

大きなインパクトが見込まれる； 

 

上位目標である「ベトナムの法曹及び法律関連職員が、中央司法関係機関から助

言・監督を受け、より円滑かつ統一的な法律の運用及び裁判執行実務を行えるように

なる」について、今フェーズのプロジェクト目標が達成されれば、大きな貢献が見込

まれる。中央司法関係機関の業務フローにおいて、地方の課題やニーズを抽出して対

処することが定着し、かつ実務遂行に資する適切な内容を含んだ執務参考資料が整備

され関係者が容易にアクセスできるようになることは、上位目標達成のための極めて

基礎的な制度的・組織的能力強化といえる。また、本プロジェクトの活動では全国の

各地域を、省レベルだけではなく県レベルまで、また法曹だけではなく司法関係職員

をも広く巻き込んで展開することが予定されており、こうした経験は参加者によって

実務で応用されたり、あるいは作成される報告書が共有されたりすることを通じて、

各組織の成功体験となって蓄積されることが期待される。このことが、中央司法関係

機関と現場担当者とのコミュニケーションのあり方や、組織をまたがって議論・調整

することの意義について、法曹や司法関係職員の意識改革を進める一助にもなること

が期待される。 

加えて、本プロジェクトは、幅広い法分野を対象に、司法制度全般の改善を目指すもの

であり、その対象には、民間セクターの活動の基本法というべき改正民法の起草支援や民

事訴訟の実務改善などが含まれているため、日本を含む外国企業の経済活動を活性化さ

せ、市場経済化を促進することに貢献するものである。加えて、ベトナムにおいて外国企

業が法的な問題を解決する場合、ベトナムの法律及び紛争解決手段を用いることになる

が、本プロジェクトにおいて裁判実務の問題点を抽出し、対処ノウハウを全国に敷衍する

ことは、裁判実務のみならずあらゆる制度においてみられる問題点への対処に応用できる

ものであり、ベトナムに投資する企業にとっては、制度面でのリスクを軽減しビジネス環

境整備としての意味をもつと期待される。 

ハノイに進出している日系企業数社にヒアリングを行なった結果、特に、法整備に

係る日本の経験・知見が提供されベトナム側に採用されることで、いわば制度的な「常

識」が日本と近くなり、さらにベトナムの隣国にまで波及しうることから、日本と当

該地域間のビジネス面での協力加速へのインパクトも極めて大きいという指摘がな

された。また、本プロジェクトを通じて日本側に蓄積されたベトナムの制度に関する

知見の共有・活用による正のインパクトも期待できる。 

 

（５） 自立発展性 

自立発展性が見込まれるが、プロジェクト実施を通じて注視すべき課題もある； 

 

［技術面］ 

フェーズ 1の活動を通じて獲得された実務スキル、運用が始まっている訴訟手続や
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行政手続、およびマニュアルや Q＆A 集等の成果物は、プロジェクトを離れた関係者

の手によって既に自立的・積極的に活用されており、今フェーズでの活動成果も引き

続き活用されていくことが見込まれる。また、中央司法関係機関についてはその活動

成果を経常的な業務フローとして持続させること自体をプロジェクト目標としてお

り、この面では目標達成自体が自立性を担保することとなる。 

［制度・政策面］ 

前述した共産党政治局決議(2005 年第 48 号および第 49 号)で示された法・司法制度

改革の方向性が現在も一貫してベトナム政府、SPP、SPC の改革の指針であり、また県

級裁判所の管轄拡大など改革の具体的施策が実施されてきていることから、十分に確

保されていると言える。 

［組織・財政面］ 

中央司法関係機関がプロジェクト終了後も引き続き、サーベイ、セミナー、ワーク

ショップ、トレーニングコ―スを全国的に実施し、さらには情報の普及・活用を自立

発展的に進めていくためには、財政面の強化が必要であり、この点はプロジェクト実

施期間を通じて注視し、適宜ベトナム側に働きかけをしていかなければならない。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境への配慮 

特になし。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

組織としての能力向上について 

本プロジェクトは、フェーズ１の成果を踏まえた中央司法関係機関の助言・監督能力の

更なる向上が目標となるため、組織としてのキャパシティ強化がより重要となる。特に最

高人民裁判所や最高人民検察院との活動の実施は、各関係機関の国際協力部／国際協

力委員会が直接担当し、各セミナーや研修の内容に応じた部局が共同企画または講師

として協力するという体制の下で行われるため、活動を通じ得られたノウハウや知見

がプロジェクト終了後も組織内に共有される仕組み作りが必要である。本プロジェク

トでは、案件終了後も組織に知見が蓄積されるよう、活動内容を報告書や執務参考資

料にまとめ、作成した機関内のみならず、他機関とも積極的に成果品を共有すること

としている。 

 

８．今後の評価計画 

 2011 年 10 月 運営指導調査 

 2013 年 4 月 中間レビュー 

 2014 年 7 月 終了時評価 

 2019 年 事後評価（予定） 

 



 
 

第１章 詳細計画策定調査の概要 

 

１－１．調査団派遣の背景 

我が国はベトナムにおいて、1996 年より主に民商事関連法案起草支援や法曹人材育

成について協力を行ってきた（「ベトナム法整備支援プロジェクト・フェーズ１」（1996

年～1999 年）、「同・フェーズ 2」（2000 年～2003 年）、「同・フェーズ 3」（2003 年～2007

年））。プロジェクトにおいて起草支援した改正民法は 2005 年 6 月に国会にて可決・成

立され、同じく支援を行った民事訴訟法は2004年11月に国会にて可決・成立された他、

法曹実務家を対象にした実務マニュアルの共同作成などの成果を着実に挙げている。た

だし、整備された法令を実務として遂行する現場においては、制定された法令の趣旨が

十分理解されていない状況も見受けられ、裁判実務や法執行実務の改善を図る必要があ

ったことから、2007 年 4 月から 2011 年 3 月にかけて、司法省・最高人民裁判所・最高

人民検察院を主なカウンターパートとした「法・司法制度改革支援プロジェクト」(以

下「フェーズ１」)を実施することとなった。 

フェーズ１では、パイロット地区であるバクニン省などにおいて、地方の法曹及び司

法関係職員が直面する実務的な問題点の把握、分析、解決方法の検討を行い、その経験

や教訓を蓄積した上、その知見を中央機関において集約し、他の地区の法曹及び司法関

係職員の実務能力向上のための指導・支援体制の確立に活用するとともに、地方の実務

上の問題を踏まえながら民事関連法令や訴訟法等の起草・改正への支援を行い、また、

法曹養成機関におけるカリキュラムやテキストの改善への支援を行うなどの活動を実

施してきた。2010 年 7 月に実施された終了時評価においては、2011 年 3 月までにプロ

ジェクト目標は達成される見込みであり、今後は、フェーズ１の成果を踏まえ、ベトナ

ムの法・司法改革に対する継続的な支援をするために、さらなる実務の改善に向けた取

り組みを実施することが重要であることが確認された。 

これを受け、ベトナム政府よりフェーズ１の後継案件である「法・司法制度改革支援

プロジェクト・フェーズ２」（以下「本プロジェクト」）の継続支援についてわが国に

要請があったため、プロジェクトの協力枠組み協議を行うために調査団を派遣した。 

 

１－２．調査団派遣の目的 

（１）ベトナム政府からの要請内容をふまえ、協力の枠組みについて協議する。 

（２）上記結果をミニッツに取りまとめる。 

（３）事前評価表作成に向けた情報収集を行う。 

（４）他ドナーとの情報共有を行う。 

 

 

１－３．調査団の構成 

（１）総括 佐藤 直史 JICA 国際協力専門員、弁護士 

（２）法整備支援 原 若葉 JICA 国際協力客員専門員、弁護士 

（３）法司法制度 松原 禎夫 法務省法務総合研究所国際協力部教官 
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（４）協力企画    川合優子   JICA 公共政策部法・司法課職員 

（５）評価分析  樋渡類   （有）アイエムジー 

（６）通訳    大貫錦    JICE 研修管理員 

 

 

１－４．調査日程 

2010 年 11 月 22 日（月）～12 月 1 日（水） 

※詳細は別添資料１参照。 
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第２章 調査結果 

 

２－１.案件概要 

２－１－１．枠組み  

フェーズ 1 では、バクニン省（パイロット地域）を中心とした地方での活動を通じて、

現場における裁判・執行実務の問題を発掘し、解決策を検討・実施するためのノウハウ

が中央司法関係機関に蓄積された。本プロジェクトでは、こうした経験を各機関の組織

制度的能力として定着させるため、フェーズ 1 の対象地域とは異なる特性を持つ他の地

方でも広くその経験が繰り返し活用されること（フェーズ 1 で見出された課題解決方法

が各地に展開されると同時に新たな課題やニーズが収集され、対策が検討・実施される

こと）を通じて、こうした現場のニーズや課題の分析結果が各機関の業務マニュアルや

ハンドブック等の執務参考資料に反映されて活用され（成果 1）、また適正な裁判の基

礎となる実体法・手続法・組織法もそれらを踏まえて起草・改正が準備される（成果 2）

ことを目指している。これにより、一連の「現場の問題・ニーズの発見・分析～対策の

検討・制度化～現場へのフィードバック」のサイクルが、各機関の業務フローとして定

着し、組織的能力の強化につながることが期待される。 

 

２－１－２．ターゲットグループ 

（１）ベトナム国の中央司法関係機関（司法省、最高人民裁判所、最高人民検察院、ベ

トナム弁護士連合会）所属職員から構成されるワーキンググループメンバー約

70 名。 

（２）ワーキンググループメンバーらによるセミナー・研修実施や資料配布を通じてモ

ニタリング・指導・助言・監督を受ける全国の省・県レベルの法曹および司法関

連職員（数百人規模を想定）。 

 

２－１－３．カウンターパート機関 

司法省（以下「MOJ」）、最高人民裁判（以下「SPC」）、最高人民検察院（以下「SPP」）、

ベトナム弁護士連合会（以下「VBF」）の４機関（以下「関係４機関」）。 

司法省がプロジェクト・ダイレクターとして全体の取り纏めを行う。 

 

２－１－４．上位目標 

法曹及び法律関係職員が、中央司法関係機関から助言・監督を受け、より円滑かつ統

一的な法規範文書の運用及び裁判・執行実務を行えるようになる。 

 

２－１－５．プロジェクト目標 

中央司法関係機関において、実務上の課題及びベトナムの発展のニーズを踏まえて、

法規範文書の内容、法規範文書の運用及び裁判・執行の実務の改善のための組織的・人

的能力が強化される。 
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２－１－６．成果と活動 

成果１： 

中央司法関係機関において、現場の実務に関する全国的なモニタリング・指導・助言・

監督の能力が向上する。 

 

活動： 

(1-1-1) SPC、SPP が、法規範文書に別段の定めがない限りにおいて、裁判統計や判決書

等、本プロジェクトの効果的な実施に必要な情報を収集し、裁判に関する実務

上の課題を分析する。 

(1-1-2) MOJ、SPC、SPP、VBF が、本プロジェクトの効果的な実施に必要な現場の実務に

関する情報を収集し、実務上の課題を分析する。 

(1-2-1) MOJ が、現場の法律関係職員（執行官、担保取引登録官、公証人、戸籍官）に

対するセミナー、トレーニングコースを開催する。 

(1-2-2) MOJ が、実施したセミナー、トレーニングコースの内容や教訓について、法律

関係職員及び本プロジェクト関係機関間で共有することを目的に、それぞれの

終了後 3か月以内に、報告書を作成する。 

(1-2-3) MOJ が、セミナー、トレーニングコースの内容や教訓を踏まえて、執務参考資

料を作成し、Judicial Academy（司法学院、以下「JA」)のテキストブックを

改訂する。 

(1-3-1) SPC が、裁判実務上の問題に対処するためのセミナーや研修等を企画、実施す

る。 

(1-3-2) SPC が、実施したセミナー、研修の内容や教訓について、法曹、法律関係職員

及び本プロジェクト関係機関間で共有することを目的に、それぞれの終了後 3

か月以内に、報告書を作成する。 

(1-3-3) SPC が、セミナーや研修の内容や教訓を踏まえて、執務参考資料を作成する。 

(1-4-1) SPP が、捜査・公判実務上の問題に対処するためのセミナーや研修等を企画、

実施する。 

(1-4-2) SPP が、実施したセミナー、研修の内容や教訓について、法曹、法律関係職員

及び本プロジェクト関係機関間で共有することを目的に、それぞれの終了後 3

か月以内に、報告書を作成する。 

(1-4-3) SPP が、セミナーや研修の内容や教訓を踏まえて、執務参考資料を作成する。 

(1-5-1) VBF が、弁護士の実務上の問題点に対処するためのセミナーや研修等を企画、

実施する。 

(1-5-2) VBF が、実施したセミナー、研修の内容や教訓について、法曹、法律関係職員

及び本プロジェクト関係機関間で共有することを目的に、それぞれの終了後 3

か月以内に、報告書を作成する。 

(1-5-3) VBF が、弁護士の実務上の問題点を改善するためのセミナーや研修等の結果を

もとに、執務参考資料等を作成する。 
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(1-5-4) VBF が、本プロジェクトの支援対象である法規範文書を分析し、会員の意見を

集約し、これらの法規範文書の改善のための提案を取りまとめるためのセミナ

ーを開催する。 

(1-5-5) VBF が、現行法についての立法的提言を発表する。 

(1-6) MOJ、SPC、SPP、VBF が、実務に関する問題点を共有し、法曹及び法律関係職員

が直面する課題の対応策を検討するため、関係する機関の法曹や法律関係職員

が一緒に参加する「共同活動」を実施する。1 

(1-7) SPC が、「判例」に関する研究を発展させ、法規範文書を統一的に適用するた

めの情報を収集し、取り纏める。 

(1-8) SPP が、犯罪学、犯罪統計等の刑事政策に関する情報を収集し、取り纏める。

（犯罪学センターに関する活動） 

(1-9) MOJ が、他の Joint Coordination Committee(以下「JCC」)メンバーと協議の

上、少なくとも一年に一回、実施した活動及び活動の予定を報告するための JCC

会合を召集する。 

(1-10)  MOJ、SPC、SPP、VBF が、1-2-2、1-3-2、1-4-2 及び 1-5-2 の活動で作成した報

告書を可能な限り広く普及する。 

 

指標： 

・中央司法関係機関における以下の業務の状況（プロジェクト開始時との比較） 

➢情報収集や実務上の課題の分析が、定期的かつ広汎に行われる。 

➢ セミナーやワークショップが、現場の課題を踏まえ、対象者のニーズに合った形    

で、企画・立案・実施される。 

・中央司法関係機関が作成する執務参考資料に、現場の情報や実務上の課題の分析結    

果が反映される。 

・中央司法関係機関が作成する執務参考資料が、セミナーやワークショップで得られた

教訓を踏まえて作成・改訂される。 

                                            
1 MOJ、SPC、SPP、VBF が実施する「共同活動」について 

本プロジェクトは、フェーズ１での活動により発掘された「機関をまたがって取り組むべき発展的な課

題」に対し、中央司法関連機関が協調して共同活動を行うプロジェクトデザインとなっている。共同活動

で取り組む「発展的な課題」の具体的な例として、例えば民事裁判や刑事裁判における審理の充実に関し、

これまでは問題点の検討などを裁判所が個別に行っていたが、裁判所が主導する手続に加えて、当事者的

な立場に立つ検察官（検察院）や弁護士（弁護士会）がイニシアチブを発揮する手続の活性化を検討する

には、それら当事者の立場からの意見が不可欠である。そこで、裁判所、検察院及び弁護士会が共同して

改善策を検討することができれば、より充実した審理が可能となることが期待される。また、判決が出さ

れた後の判決内容の実現のプロセスに関しても、判決内容を強制的に実現するための機関（判決執行局）

が、判決の内容が不明確（対象となる土地の範囲の不明確等）であるためにその強制的な実現を達成する

ことが困難であるケースが数多く存在する。このような場合に、判決執行局は、個々の判決について個別

に問い合わせるなどの対応を取っているが、そのために判決内容の実現に時間を要する結果となっている。

判決執行局と裁判所との間で、このようなケースの場合はこのような書式で判決書を作成する、といった

ような取り決めができれば、個々のケースについて一つ一つ確認する労力が省かれ、迅速かつ効率的な判

決内容の実現が期待される。 
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・中央司法関係機関が作成する執務参考資料が、それを必要とする職員等にとってアク

セス可能になる。 

・中央司法関係機関が実務上の課題を解決するために、課題共有活動を実施する。 

 

成果２： 

適正な裁判の基礎となる実体法・手続法・組織法等の法規範文書の草案が適切に作成さ

れる。 

 

活動： 

(2-1) MOJ が、改正民法、不動産登記法及び担保取引登録法の最終草案を作成するため

のセミナー等を開催する。 

(2-2) SPC が、改正民事訴訟法の最終草案を作成するためのセミナー等を開催する。 

(2-3) SPC が、改正裁判所組織法の最終草案を作成するためのセミナー等を開催する。 

(2-4) SPP が、改正刑事訴訟法の最終草案を作成するためのセミナー等を開催する。 

(2-5) SPP が、改正検察院組織法の最終草案を作成するためのセミナー等を開催する。 

(2-6) SPC が、行政事件訴訟法の趣旨が反映された同法の下位法規範文書の最終草案を

作成するためのセミナー等を開催する。 

(2-7) MOJ が、民事判決執行法、国家賠償法及び戸籍法に関する情報を収集し、分析す

るためのセミナー等を開催する。 

 

指標： 

・改正民法、不動産登記法、担保取引登録法、改正民事訴訟法、改正裁判所組織法、改

正刑事訴訟法、改正検察院組織法、改正検察院組織法の草案が、以下の点を考慮した

ものに改善される。         

➢ベトナムの市場経済の発展に適合している。 

➢実務上の問題点を踏まえている。         

・行政事件訴訟法と整合する下位法規（常任委員会令）に、違法な行政行為により侵害

された国民の権利が、円滑かつ確実に保護される内容が含まれている。 

・民事判決執行法及び国家賠償法につき、それぞれの改正に向けた実務上の問題点及び

改善策に関する報告書が作成される。  

・戸籍法制定に向けた実務上の問題点が整理される。 

 

２－１－７．投入 

（１）日本側 

長期専門家(総括・法司法制度改革（検察官）、裁判実務改善（裁判官）、弁護士能力強

化／起草支援（弁護士）、業務調整） 

短期専門家 

国内支援委員会 

本邦研修 JICA-net セミナー 
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セミナー・ワークショップ等現地活動に関する費用 

 

（２）ベトナム国側 

プロジェクトダイレクター 

プロジェクトマネージャー 

ワーキンググループメンバー 

プロジェクトに関する事務的な作業に必要な資材 

日本側が負担する費用以外の、上記に関する費用 

 

 

２－２．案件の留意事項  

（１）プロジェクト実施の妥当性 

本調査の結果、本プロジェクトを実施する意義は高いことを双方で確認した 。 

まず、ベトナム国の政策との整合性については、本調査時点ではベトナム共産党中央

委員会政治局決議 2005 年第 48 号(Resolution No.48/NQ-TW of 24th May, 2005)及び第

49 号(Resolution No.49/NQ-TW of 2nd June, 2005)（以下「両決議」）のレビューが行

われている段階であるが、両決議に示された中長期の戦略に特段の変更の見込みはなく、

今後も同様の方向性で司法改革がさらに進められていくことが確認された。本プロジェ

クトは、法・司法制度改革に向けた中央司法関連機関の能力向上を目的としており、上

記国家戦略に合致するものである。 

本プロジェクトの特徴は、中央と地方の縦の連携、また関係４機関の横の連携を強化

し、裁判実務の改善に効果的且つ効率的に取り組むという点にある。現在ベトナムの抱

える課題の一つとして、省級裁判所から県級裁判所への事物管轄の委譲が進んだことか

ら、県級の裁判官・検察官の能力向上が急務となっている。また、県級レベルを含め、

現場に近い法曹及び司法関係職員が、法律の内容を熟知し、運用の方法を理解すること

も重要である。フェーズ１の成果として、地方の現状や課題を抽出し対処するノウハウ

が中央機関に蓄積されるところまでは達成されたが、フェーズ２においては、中央機関

が、全国の地方の課題の抽出や対処にそのノウハウを使い、各機関の業務フォローに定

着させることを目指し、同時に、フェーズ１での活動により発掘された機関を跨って取

り組むべき発展的な課題に対し、関係４機関が協調しながら取り組むプロジェクトデザ

インとなっている。加えて、民法や民事訴訟法等の改正にも取り組むところ、これら法

規範文書の更なる改善により、経済活動の活性化に向けたビジネス基盤整備に資するも

のである。 

 

（２）案件の全体的な方向性 

フェーズ１では、裁判実務に関する活動についてバクニン省をパイロット地区とし、

地方の法曹及び司法関係職員が直面する課題を洗い出し、その情報を中央司法関係機関

が吸い上げ、改善策を検討できるようになることを目的にプロジェクトを実施した。フ

ェーズ２では、フェーズ１で達成された成果をもとに、全国の法曹及び司法関係職員の
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能力をさらに向上することを上位目標とし、全国の法曹及び司法関係職員に対する中央

司法関係機関の助言・監督能力の向上をプロジェクト目標とする。 

フェーズ２では、中央機関による法律の内容の改善、法律の運用実務や裁判実務の改

善等にかかる活動を実施するため、フェーズ１の成果を踏まえて、実務の現状や課題の

収集、成果品の普及、実務改善に関する意見交換などを目的として、必要に応じ、北部、

中部、南部でセミナー等を実施することが想定される。こうした活動を実施する際には、

テーマに応じて関連機関の職員が共同して参加する「共同活動」の形を取り入れるなど、

各機関の連携を強化する取り組みも必要である。（成果１）。また、そうした活動を通じ

て得られた現場のニーズ等が、法規範文書作成や執務参考資料作成に反映されることが

求められる（成果２）。 

 

（３）中央司法関係機関の助言・監督にかかる組織能力の強化 

フェーズ２では、フェーズ１の成果を踏まえた中央司法関係機関の助言・監督能力の

さらなる向上が目標となるため、組織としてのキャパシティ強化が重要である。SPC、

SPP 及び VBF に関しては、直接のカウンターパートは各機関の国際協力局／国際協力委

員会であり、各種セミナーや研修の内容によって、そのテーマに沿った部局が共同企画

または講師として活動に協力することとなる。そのため、SPC、SPP 及び VBF において、

地方の実務課題に対して様々な方法による助言・指導を実施するノウハウを組織的に根

付かせる工夫が必要となる。本調査においては、本プロジェクトで実施した活動につい

て、報告書を作成して広く活用する、あるいは執務参考資料に反映した上、関係者が閲

覧可能な状態にして共有することが必要である旨合意した。 

 

（４）地方における活動 

成果１に関する活動としては、①MOJ によるトレーニングコース(PDM 活動 1-2)、②

SPC によるセミナーや研修等(PDM 活動 1-3)、③SPP によるセミナーや研修等(PDM 活動

1-4)、④VBF によるセミナーや研修等(PDM 活動 1-5)、⑤MOJ、SPC、SPP、VBF による「共

同活動」(PDM 活動 1-6)が想定されている。 

これらの活動は、フェーズ 1 のパイロット地域であったバクニン省での活動を通じて

得られた地方と中央の連携のノウハウを活かして、中央司法関連機関が全国的に実施す

る。その際には、以下の条件を満たすこととする。 

・テーマに関しては、フェーズ１で抽出された実務上の問題点を優先的に選定する。 

・地域選定に関しては、北部・中部・南部等の地域を適宜選定することとする。ただ

し、選定する際には、①周辺からの参加が多く見込まれる、②明確な課題が存在す

る、③実施能力がある、などの点を考慮する必要がある。 

・参加者については、フェーズ１で主に対象としていた省級の法曹や法律関係職員だ

けではなく、県級の法曹や法律関係職員も対象とする。 

 

（５）民法に対する支援 

 現在 MOJ は、市場経済化を更に進展させるような方向で、民法改正を予定している。
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民法にかかる支援（PDM2-1）に関しては、2005 年民法改正の際に行った支援の内容を

踏まえ、長期専門家がアドバイザリーグループと相談して今後の支援の具体的な方法を

検討する。 

 

（６）司法学院(JA) 

フェーズ２においては、MOJ が実施する活動の一つとして、「トレーニングコースの

結果を踏まえながら執務参考資料及び JA のマニュアルの改訂を行う」こととする。本

活動は、現職職員の能力強化に加えて、将来的に法律実務に関係する人材の養成もプロ

ジェクト目標の達成に重要であるという観点から本プロジェクトの内容に含むことを

合意した。 

本プロジェクトでの支援対象に関しては、過去の支援の対象であった以下の教材に限

った上、改訂の方向性や構成についてのアドバイスを行うことで合意した。 

・刑事事件解決のスキル 

・民事事件解決のスキル 

・民事訴訟法 

・民法 

上記教材の改訂に関し、長期専門家からコメント等を行う場合、改訂の方向性やその

背景を把握しておく必要があるが、フェーズ１においてはそうした情報の共有が十分で

はなかったため、本プロジェクトにおいては、改訂の企画の段階で長期専門家と JA と

の間でミーティングを開催するなどして、情報共有に務めることを合意した。 

MOJ から、日本の司法試験制度や法曹養成制度についての情報提供の要請があったと

ころ、これについてはワークショップを通じた情報提供のみに限って協力が可能である

旨日本側から伝えた。 

 

（７）戸籍に対する支援 

 戸籍にかかる支援（PDM2-7）については、日本側のリソースが限られているため、戸

籍法に対する逐条コメント等ではなく、ベトナムの戸籍制度を構築するための日本の制

度や実務の紹介に限って本プロジェクトの内容とすることを合意した。 

 

（８）プロジェクトマネージメント（Joint Coordination Committee(JCC)及び年間計

画について） 

司法省が引き続きプロジェクト・ダイレクターとなるが、関係４機関が協力し、連携

の強化及び情報共有に努めることとする。 

JCC は年に一回開催し、実施した活動及び活動予定を報告することとする。なお、運

営指導調査や評価調査を実施するタイミングを利用して JCC を開催することが想定さ

れる。 

また、各機関の実施した活動はタイムリーに報告書等にまとめることとしているが、

報告書や作成した執務参考資料等は、積極的に関係機関と共有する。 

なお、本プロジェクトの活動に関しては、関係４機関が年度開始時に年間計画を作成
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し、長期専門家と検討のうえ決定することとする。具体的なセミナーのテーマや成果品

のイメージはプロジェクト開始後速やかに明確にすることを合意した。 

 

（９）長期的な司法改革の方向性について 

本調査時点では両決議の実施状況を検証中であるが、中長期の戦略に特段の変更の見

込みはなく、今後も同様の方向性で司法改革がさらに進められていくことが確認された。

両決議で示された改革は 2020 年までに実現が予定されているところ、今後の日本とベ

トナムは、対等なパートナーとして良好な関係をさらに発展させていくことが重要であ

る、との認識で双方が合意した。 

 

２－３．民間セクターとの面談  

（１）概要 

 本プロジェクトは、幅広い法分野を対象に、司法制度全般の改善を目指すものである

ところ、その対象には、民間セクターの活動の基本法というべき民法に関する起草支援

や民事訴訟の実務改善などが含まれ、ベトナムに投資する日本企業にとっては、制度面

でのリスクを軽減しビジネス環境整備としての意味をもつと期待される。そこで、本調

査の一環として、民間セクターとの意見交換を行い、プロジェクトの効果が経済活動の

活性化に向けた基盤整備にいかに貢献するかについての情報を収集した。 

 

（２）日本企業・投資家の立場からの意見 

 日本企業がベトナムで活動する際によく使う法律、また改善を求めたい制度や分野と

しては、具体的には、投資法、会社法、民法（とくに契約に関する制度全般、担保制度）、

民事訴訟法（民事裁判制度）、労働法、輸出入制度、通関制度、所得税法、が挙げられ

た。 

 ベトナムの制度の利用にかかる問題点としてまず指摘されるのは、透明性と法的安定

性のなさであった。このことは、分野を問わず、繰り返し関係者の口に上り、まとめる

と以下のようなものである（順不同）。①上位の法律が出来てもこれを施行する下位法

令（Declaration, Decree, Circular 等）が制定されないため事実上法律が施行されな

かったり施行に時間がかかることが多い、②法律と下位法令の優劣関係が適用上の優先

関係と合致していない、③とくに下位法令の制定の有無や内容が透明性を欠き、気がつ

いたら別の下位法令が存在する事態が日常茶飯である、④担当者レベルにおける制度の

理解が不十分で統一的な解釈がなされず、制度の運用実態もばらばらである。 

 他方、①法律の制定にあたりきちんとパブリックコメントを募集する点は評価できる、

②法令レベルでは所轄省庁のウェブサイトで情報入手が可能であることが多い、③投資

誘致のための制度づくりを一生懸命やっている印象であるとの意見もあった。 

 ベトナムにおける紛争解決手段としては、できるだけ訴訟を回避する方向で対応がな

されており、裁判所に持ち込まれた事件は数えるほどとのことである。訴訟を回避する

理由は、まとめると、①日本企業がもともと裁判沙汰を好まない体質であること、②ベ

トナムの裁判において外国企業が勝訴することはきわめて困難との認識が定着してい
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ることによるといえる。  

法整備支援プロジェクトについての意見は、概ね肯定的である。①日系ベトナム現地

法人の資本額が増加を続けていることは、制度面での安定性のあらわれであり法整備支

援の成果である、②日本が法整備支援を行うことは、いわば制度的な「常識が近くなる」

ことを意味し、さらに隣接する国々まで波及し得ることを考えると、その利益は計り知

れないので是非とも行うべきであるしできるかぎり継続すべき、③ベトナムの制度を勉

強したいので情報共有を望む、等の意見があった。 

 

（３）本プロジェクトの実施にフィードバックすべきこと 

本プロジェクトの対象分野は、裁判実務をはじめとする司法制度全般の改善にかかる

ものであり、起草支援においては民法と民事訴訟法を含み、ベトナムで投資活動を行う

企業のニーズとも合致している。また、地方レベルにおける問題点の抽出と対処ノウハ

ウを中央機関が全国に敷衍することは、裁判実務のみならずあらゆる制度においてみら

れる問題点への対処に応用できるものであり、本プロジェクトによる技術移転の意義は

高いと考えられる。 

ベトナムで活動する日本企業関係者の間において、JICA による法整備支援のプロジ

ェクトの存在や成果は広く知られていないが、一方で、法整備支援への期待や信頼感は

高い。そこで、とりわけ起草支援の対象であった法令が発布された際などには、日本企

業関係者向けにも新制度の解説などの情報提供を行う等によって、プロジェクトの活動

の紹介を行う機会をもつことが有意義であると考えられる。 

  

２－４．団長所感  

（１）案件の方向性について 

本プロジェクトは、フェーズ１の後継案件であり、フェーズ１の成果を踏まえ、活動

のクオリティを高め、フェーズ１の成果をより発展させることが目標となる。 

この点、フェーズ１の終了時評価でも確認したように、フェーズ１の成果として、①

中央機関と地方機関が連携して問題点を検討するノウハウが蓄積されたこと、②地方の

実務上の課題が中央機関作成にかかる Q&A 集やマニュアル等に反映されたこと、③法規

範文書作成法においてサーベイの実施が法規範文書の起草にあたり必要な事項として

法定されたことは、これまでのベトナムの法文化（法令を中央機関からの一方的な政策

実現の手段と考える傾向がある。）に照らすと、画期的な変化であるということができ

る。本プロジェクトにおいては、このような実績を踏まえ、フェーズ１で実現された、

問題の把握及び対処に関する中央機関と地方機関の「縦のライン」が、フェーズ１で対

象とならなかった地域においても実施できるようになること（中央機関において「縦の

ライン」の活用が根付き、中央機関の業務フローに反映されること。）が重要なポイン

トとなる。また、活動のクオリティを向上させる意味では、フェーズ１で十分に行うこ

とができなかった「横の連携」を高めること、すなわち複数の機関間で情報を共有し、

複数の機関にまたがった活動を実施することにより、フェーズ１の成果を横に広げるこ

とも、重要な課題である。ただし、ベトナムに根深く浸透しているセクショナリズムや
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縦割りの文化を一朝一夕に変革することは困難であり、活動の共同企画・共同実施とい

った大胆な目標を一足飛びに掲げるのではなく、それぞれの活動の成果を共有し合い、

互いの活動に「組織として」参加し合う（フェーズ１では「個人として」の参加は実現

されていた。）ことから進めることが肝要であろう。 

 

（２）「より進んだ活動」を行うエリアについて 

本調査の準備段階では、フェーズ１のパイロット地区であったバクニン省を、「より

進んだ活動」を行うエリアとして選定することを想定していたが、各関係機関との協議

の結果、「より進んだ活動」や「共同活動」といった特定の活動を、ある一つのエリア

を選定して行うのではなく、本報告書２－２（４）記載のクライテリアに従って選定さ

れるエリアにおいて、フェーズ１の成果を踏まえた「より進んだ活動」や「共同活動」

を行うことを合意した。これは、当初は、バクニン省におけるフェーズ１の蓄積をベー

スにすれば各機関にとって「より進んだ活動」を行うことが容易ではないかという想定

をしていたのであるが、各関係機関との協議の結果を踏まえ、フェーズ１の成果を踏ま

えた活動を行うことはバクニン省以外でも可能であり、また、そのことがバクニン省以

外の地域でフェーズ１の成果を活用するというフェーズ２の目標にも資するとの判断

に至ったためである。 

ただし、留意が必要なのは、協議の過程において、SPC はバクニン省を「より進んだ

活動」を行うエリアとして選定することに前向きであったが、SPP から、「集中的なイ

ンプットを行うエリアを他の地域に譲りたいとバクニン省から申し出があったために、

より進んだ活動を行うエリアとしてバクニン省を選定しない（ハイフォン市を選定した

い。）」との説明があったことである。PDM 上は、各機関の個別の活動および「共同活動」

を行うエリアは特定しておらず、バクニン省やハイフォン市においてそれぞれが活動す

ることは可能であり、かつ、これらの地域は成果達成のために必要なクライテリア（２

－２（４）記載のとおり。）を充たしているため、これらの地域においてフェーズ１の

成果を踏まえた活動を行うことは成果の達成に資すると考えられるが、プロジェクト運

営にあたっては、インプットをある程度集中的に行う対象地域が異なることにより「共

同活動」の実施が阻害されないよう、注意を払う必要がある。 

 

（３）組織としての能力向上について 

 中央司法関係機関の助言・監督にかかる組織能力の強化に関して、上記２－２（３）

記載のとおり、SPC や SPP との活動の実施は、各関係機関の国際協力局が直接担当し、

各セミナーや研修の内容に応じた部局が共同企画または講師として協力するという体

制の下で行われるため、活動を通じ得られたノウハウや知見が組織内に共有される仕組

み作りが重要となる。 

 当初は、地方での研修や指導を担当する部局が存在すれば、こうした部局と直接活動

を行うことが適切であると想定していたが、SPC や SPP には地方の研修や指導のみを担

当する部局が存在せず、研修や指導担当者に関しては、テーマに応じた人選がその都度

行われていること、また、外国との協力活動は国際協力局が一手に担い、それ以外の部

- 12 -



 
 

局との直接のやり取りは許容されないこと、といった特殊な事情が判明したため、国際

協力局以外の部局を直接のカウンターパートとしてリストアップすることは断念した。 

この点に関しては、上述のとおり、活動内容を報告書や執務参考資料にまとめ、幅広

い共有を支援するなど、SPC や SPP における組織としてのキャパシティの向上を担保す

るための方策を常に意識することが重要である。 

 

（４）国家司法学院（JA）について 

本調査においては、ベトナムの法曹養成制度における JA の位置づけが不安定である

こと、フェーズ１における JA との活動について様々な障害が生じていたことから、JA

との活動が、本プロジェクトの目標に対してどのような意義を有するのかを明確にする

ことが求められた。この点、本調査の結果、JA が司法関係職員の養成機関であること

は変わっておらず、2009 年の実績で数百名の執行官、公証人等を輩出していることか

ら、民法や民事判決執行法の実施という目的を達成するためには、現職の執行官、公証

人等のトレーニングの支援のみならず、将来執行官や公証人等になろうとする者のトレ

ーニングも支援することが望ましいと認められた。また、新規育成の支援には現職のト

レーニング支援の成果を活用できることから、効率性も高いと判断したため、JA の執

行官コースおよび公証人コースのトレーナーズトレーニングへの支援も含めることと

した。 

また、教材に関する支援については、JICA が過去に支援をした４つの教科書の改訂

について支援要請があった。法令の改正等に伴ってこれら４つの教科書の改訂の必要性

があることについては、フェーズ 1 で支援対象とした際の事情と変わりがないため、改

訂の方向性や全体の構成についての助言に限って支援を行うこととした。 

なお、JA によれば、JA が、法学部卒業生に対し、裁判官候補生、検察官候補性、弁

護士候補生として育成する１年間のコースを新たに設置し、当該コースで育成された裁

判官候補生、検察官候補生は、SPC、SPP それぞれによる採用試験を経て SPP や SPP に

採用され、当該コースで育成された弁護士候補生は、弁護士としての実務トレーニング

を受けて弁護士になる、という法曹養成に関するパイロット構想が進められており、早

ければ 2011 年 7 月から実施に移される、という説明があった。（なお、現行の、SPC、

SPPそれぞれが行う、独自の裁判官、検察官の養成も並行して行われるとのことであり、

「裁判官や検察官になるコースが増える」とのことである。） 

この点、①法曹三者統一教育はいったん頓挫しており、SPC や SPP がどこまでコミッ

トしているか定かではないこと、②学生にとって採用の保証のない新パイロットコース

に進学するメリットが見いだせず、優秀な学生が集まるのか定かではないこと、③この

ような裁判官、検察官、弁護士の育成は現行の法規範文書に規定がないものであり、パ

イロット構想であるとは言え、法規範文書の策定と成立がスムーズに行われるか定かで

はないこと、といった要素を踏まえ、今後の進捗を見守る必要がある。 

 

（５）支援のフレキシブルさと指標の明確化について 

 今回の調査では、SPC から、JICA の支援はフレキシブルであり、ニーズを踏まえた時
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宜に適った支援を行っているとの評価を得た。 

これまで、ベトナムに限らず、法整備支援プロジェクトに関する多くの調査で、JICA

の支援は柔軟性に欠ける面があったことが指摘されていた。実は、これは PDM 等のツー

ルをマネジメントに十分に活用できていなかったために生じていた課題であったので

あるが、フェーズ１では、PDM等のツールをマネジメントに的確に活用することにより、

この課題を解決できることが示されたということができよう。 

また、SPC からは、このようなフレキシビリティが確保されている理由として、JICA

の支援では日本側関係機関から組織的に選出された現地の事情にも詳しい日本人専門

家が常駐していることが挙げられた。（他ドナーの専門家は、コンサル契約を受注した

だけのロイヤーであり、必ずしも現地の事情には明らかでないため、現地レベルでは何

も判断できず、フレキシビリティに欠けるとのことである。）これは、JICA が、ベトナ

ムにおける法整備支援を、国内関係機関からの協力の下、オールジャパンとして取り組

んできた強みが評価されたといってよい。 

本プロジェクトにおいても、このような強みを活かすべく、ベトナムの政策を踏まえ、

フレキシブルなプロジェクト活動を可能にする枠組みとした。殊に、現在のベトナムは、

2011 年 1 月に国会議員選挙が行われ、新たな国会が示す司法制度改革の戦略（なお、

関係機関によれば、2005 年共産党政治局決議 49 号の方向性とは大きな相違がない。）

に沿った支援を行う必要がある。本プロジェクトにおいては、これまでの蓄積を踏まえ、

より効果的・効率的に目標の達成を目指すことができるよう、適切なプロジェクト活動

の実施が期待される。 

ただし、ODA による技術協力プロジェクトとしての実施にあたり、プロジェクトが適

切に評価されなければならないことは当然であり、本プロジェクトに関しては、プロジ

ェクト活動の進捗に伴い、各成果の指標を明確にする必要がある。具体的には、指標に

記載された「執務参考資料」や「法規範文書」等を具体化し、活動と成果とのつながり

をより明らかにしていくことが必要である。こうした指標の明確化・具体化は、JCC や

運営指導調査、中間レビュー時などに、関係４機関と共有し、合意する必要がある。 

 

（６）JCC について 

 本プロジェクトは、関係４機関の「横の連携」を強化すべく、「共同活動」の実施や

報告書の共有を PDM にも盛り込んだが、さらに情報共有を進めるため、JCC を有効に実

施することが必要であり、関係４機関ともその旨合意した。 

 なお、この点、プロジェクト・ダイレクターを務める MOJ ゴック国際協力局長には非

常に高いコミットメントを得ており、同局長からの、「プロジェクト・ダイレクターの

権限を明確にし、JCC 実施規定を策定すべきである」との求めに応じる形で、関係４機

関間の運営にかかる事項についてはベトナムの法令に従った権限が行使されること、及

び JCC 運営規定をプロジェクト開始後一年以内に策定することを、RD の添付書面に記

載した。 

 これまでのベトナムの法整備支援では JCC が十分に機能していたとは言えず、今回、

ゴック局長から強いコミットメントを得たことは心強い限りであるが、本プロジェクト
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に特有の事項として、プロジェクト・ダイレクターが所属する機関（MOJ）が、国家機

構上、SPC や SPP よりも下の機関として位置づけられているといった難しい力関係があ

ること、また、関係４機関との活動に関しては、それぞれの予算配分への配慮など、非

常にセンシティブな事情もあることなどを考慮した上、適切に JCC を運営しなければな

らない。これまで、JCC 開催のノウハウは十分に蓄積できていないところ、本プロジェ

クトのコンテクストにマッチした JCC のあり方は、プロジェクト開始後も追及しなけれ

ばならない課題であるといえよう。 
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第３章 五項目評価 

 

３－１．妥当性 

妥当性はかなり高い； 

 

ベトナム国の政策との整合性については、同国の法司法改革の中長期戦略である両決

議について、今後の方針に特段の変更の見込みはなく、同国の法・司法制度を市場経済

化にさらに適合させていくべく、改革を引き続き進めていくことが確認された。本プロ

ジェクトは、法・司法制度改革に向けた中央司法関係機関の能力向上を目的としており、

上記国家戦略に合致するものである。 

現在ベトナム国法・司法制度が直面している大きな課題の一つとして、県級の裁判

所・検察院の管轄拡大が進んだことから、県級の裁判官・検察官の能力向上および中央

司法関係機関が県レベルにまで指導・助言を浸透させる組織制度的能力の強化が急務と

なっており、そのために中央司法関係機関側では、フェーズ１を通じて経験した活動の

流れを全国に展開するため組織の業務フローとして定着させることが直近の課題であ

り、本プロジェクトはベトナムのニーズに合致したものである。 

一方我が国の政策との整合性に関しては、対ベトナム国別援助方針（2009 年 7 月策

定）においてガバナンスの強化がその他の開発分野に取り組む基盤として設定されてお

り、特に「法律の制定や改正の支援」、「法執行に必要なシステムの構築と改善の支援」、

「実務レベルでの法運用能力の改善を目的とした人材育成（地方を含む）の支援」、「法

情報の普及と司法アクセスの改善支援」が重点領域に定められている。JICA 国別事業

実施計画（2009 年 4 月策定）にも同様の指針が定められており、本プロジェクトの目

的及び枠組みはそれらに合致するものである。 

 

３－２．有効性 

高い有効性が見込まれる； 

 

本プロジェクトは、中央司法関係機関において、現場の実務に関する全国的なモニタ

リングを行い、現場の抱える課題に対する執務参考資料等を作成しながら、地方への指

導・助言・監督能力を向上させ（成果１）、また同時に、適正な裁判の基礎となる実体

法・手続法・組織法等の法規範文書の草案が適切に作成される（成果２）という成果で

構成されている。各成果は、現場で収集された課題の分析が法規範文書の作成に反映さ

れること（成果１から成果２へのフィードバック）、また新しい法規範文書が中央司法

関係機関の作成する執務参考資料やトレーニング等に反映されること（成果２から成果

１へのフィードバック）を通して、それら一連の過程が業務フローとして定着する事に

より、プロジェクト目標が達成されるというプロジェクトデザインとなっている。 

この目標達成のための成果は、各中央司法関係機関においてセミナーやワークショッ

プの企画・実施および執務参考資料の作成・改訂が、現場の情報収集や課題の分析を定

期的かつ広汎に行い、得られた結果がその後に活用されるような方法で実施されるよう、
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設定されている。また、適正な裁判の基礎となる実体法・手続法・組織法の起草・改正

案が、ベトナム法・司法制度改革の上位方針に適合し、かつ現場実務の問題点を踏まえ

て準備されることも活動の成果として見込まれている。 

特に本プロジェクトでの活動においては、まずフェーズ 1で抽出された実務上の問題

点を優先的に選定すること、活動地域を適切に選定すること（プロジェクト期間を通じ

て北部・中部・南部等で実施する等全国への波及効果を重視すること、周辺からの参加

が多く見込まれる地域を選定すること、明確な課題が存在する地域で活動すること等）、

テーマに応じて関係機関の職員が共同して参加する「共同活動」の形を取り入れること、

各セミナーや研修の内容に応じてそのテーマを扱うに相応しい部局が共同企画または

講師として協力すること、それらセミナーや研修の報告書を作成して広く活用する、あ

るいは執務参考資料に反映した上で関係者が閲覧可能な状態にして共有すること、等が

ベトナム側と合意されており、フェーズ 1の成果を踏まえてさらにプロジェクトの効果

を発展させ、かつ組織のキャパシティとして根付かせるための枠組みが担保されている。 

 

３－３．効率性 

高い効率性が見込まれる； 

 

本プロジェクトの投入や運営システムは、効率性が高く評価されたフェーズ 1 と基本

的には同様であり、円滑かつ効率的なプロジェクトの実施が見込まれる。本プロジェク

トにおいても、フェーズ１と同様に、現場の課題・ニーズやベトナム国家レベルあるい

は各機関レベルの短期戦略に対応しながら柔軟に支援できるよう、プロジェクト目標の

達成を担保する条件やその他優先的な考慮事項を設定した上で、具体的な活動内容を状

況にあわせて適切なタイミングで詳細化していくことが必要である2。 

なお、フェーズ１では、支援の効率性を担保している特徴として、現地の事情にも詳

しい日本人専門家が常駐していること、また最高裁・法務省・日弁連といった機関が組

織的に責任を持って協力しており、加えて国内支援委員会や本邦研修を通じて我が国が

有する学術的・実務的な知見や経験も集約され提供されていること等が、カウンターパ

ート関係者から指摘された。これら諸要素は、今フェーズでも引き続き確保されている。 

プロジェクト管理の観点からは、フェーズ 1 では、ベトナム側関係機関の国家機構上の

位置づけが異なったために、各機関の連携・調整に困難が伴う場合があった。ベトナム

に根深く浸透している縦割りの文化を一朝一夕に変革することは困難であるが、本プロ

ジェクトにおいては、機関をまたがった連携・調整の成功体験を積んで行くことをプロ

ジェクトが側面支援するという考え方で、まず着実な変化を促すこととしている（具体

的には、共同して活動を実施するといった変革を一足飛びに目指すのではなく、まずそ

れぞれの活動の成果を共有し合い、互いの活動に「組織として」参加し合うこと等）。 

                                            
2
プロジェクトの適切な評価・モニタリングが担保されるためにも、プロジェクト活動の進捗に伴い、各活

動の成果を明確にする(指標に記載された「執務参考資料」や「法規範文書」等を具体的に設定にし、活動

と成果とのつながりをより明らかにしていくこと等)必要がある。なお、中央司法関連機関は年度開始時に

年間計画を作成し、長期専門家と検討のうえ決定すること、また具体的なセミナーのテーマや成果品のイ

メージはプロジェクト開始後速やかに明確にすることをベトナム側と合意している。 
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また、各機関の実施した活動は設定された期限までに報告書等にまとめ、報告書や作成

した執務参考資料等を積極的に関係諸機関と共有する旨が PDM に規定されており、プロ

ジェクト関係機関間での円滑な情報共有による成果産出の効率を高めるのみならず、日

越双方での適時適切なプロジェクトモニタリングを可能とする基盤ともなり、プロジェ

クト全体の効率性への高い貢献が見込まれる。 

 

３－４．インパクト 

大きなインパクトが見込まれる； 

 

上位目標である「ベトナムの法曹及び法律関連職員が、中央司法関係機関から助言・

監督を受け、より円滑かつ統一的な法律の運用及び裁判執行実務を行えるようになる」

について、今フェーズのプロジェクト目標が達成されれば、大きな貢献が見込まれる。

中央司法関係機関の業務フローにおいて、地方の課題やニーズを抽出して対処すること

が定着し、かつ実務遂行に資する適切な内容を含んだ執務参考資料が整備され関係者が

容易にアクセスできるようになることは、上位目標達成のための極めて基礎的な制度

的・組織的能力強化といえる。また、本プロジェクトの活動では全国の各地域を、省レ

ベルだけではなく県レベルまで、また法曹だけではなく司法関係職員をも広く巻き込ん

で展開することが予定されており、こうした経験は参加者によって実務で応用されたり、

あるいは作成される報告書が共有されたりすることを通じて、各組織の成功体験となっ

て蓄積されることが期待される。このことが、中央司法関係機関と現場担当者とのコミ

ュニケーションのあり方や、組織をまたがって議論・調整することの意義について、法

曹や司法関係職員の意識改革を進める一助にもなることが期待される。 

加えて、本プロジェクトは、幅広い法分野を対象に、司法制度全般の改善を目指すも

のであり、その対象には、民間セクターの活動の基本法というべき改正民法の起草支援

や民事訴訟の実務改善などが含まれているため、日本を含む外国企業の経済活動を活性

化させ、市場経済化を促進することに貢献するものである。加えて、ベトナムにおいて

外国企業が法的な問題を解決する場合、ベトナムの法律及び紛争解決手段を用いること

になるが、本プロジェクトにおいて裁判実務の問題点を抽出し、対処ノウハウを全国に

敷衍することは、裁判実務のみならずあらゆる制度においてみられる問題点への対処に

応用できるものであり、ベトナムに投資する企業にとっては、制度面でのリスクを軽減

しビジネス環境整備としての意味をもつと期待される。 

ハノイに進出している日系企業数社にヒアリングを行なった結果、特に、法整備に係

る日本の経験・知見が提供されベトナム側に採用されることで、いわば制度的な「常識」

が日本と近くなり、さらにベトナムの隣国にまで波及しうるとの指摘がなされており、

日本と当該地域間のビジネス面での協力加速へのインパクトも極めて大きいものと期

待される。また、本プロジェクトを通じて日本側に蓄積されたベトナムの制度に関する

知見の共有・活用による正のインパクトも期待できる。 

 

３－５．自立発展性 
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自立発展性が見込まれるが、プロジェクト実施を通じて注視すべき課題もある； 

 

［技術面］ 

フェーズ 1 の活動を通じて獲得された実務スキル、運用が始まっている訴訟手続や行

政手続、およびマニュアルや Q＆A 集等の成果物は、プロジェクトを離れた関係者の手

によって既に自立的・積極的に活用されており、今フェーズでの活動成果も引き続き活

用されていくことが見込まれる。また、中央司法関係機関についてはその活動成果を経

常的な業務フローとして持続させること自体をプロジェクト目標としており、この面で

は目標達成自体が自立性を担保することとなる。 

 

［制度・政策面］ 

前述した両決議で示された法・司法制度改革の方向性が現在も一貫してベトナム政府、

SPP、SPC の改革の指針であり、また県級裁判所の管轄拡大など改革の具体的施策が実

施されてきていることから、十分に確保されていると言える。 

 

［組織・財政面］ 

中央司法関係機関がプロジェクト終了後も引き続き、サーベイ、セミナー、ワークシ

ョップ、トレーニングコ―スを全国的に実施し、さらには情報の普及・活用を自立発展

的に進めていくためには、財政面の強化が必要であり、この点はプロジェクト実施期間

を通じて注視し、適宜ベトナム側に働きかけをしていかなければならない。 
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第４章 ＲＤの締結 

 

詳細計画調査の結果を踏まえ、関係 4 機関とベトナム事務所の協議のもと、2011 年 2

月にＲ/Ｄが締結され（別添資料５）、同年 4 月に「法・司法制度改革支援プロジェクト・

フェーズ２」が開始されることとなった。 
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e 
[a

m
en

de
d]

 L
N

D
s. 

- S
PC

’s
 R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
 fo

r l
eg

al
 p

ro
fe

ss
io

na
ls

 a
nd

 ju
di

ci
al

 o
ff

ic
ia

ls
 

ar
e 

pr
od

uc
ed

/a
m

en
de

d 
in

 a
n 

ad
eq

ua
te

 m
an

ne
r b

as
ed

 o
n 

th
e 

[a
m

en
de

d]
 

LN
D

s. 
- S

PP
’s

 R
ef

er
en

ce
 M

at
er

ia
ls

 fo
r l

eg
al

 p
ro

fe
ss

io
na

ls
 a

nd
 ju

di
ci

al
 o

ff
ic

ia
ls

 
ar

e 
pr

od
uc

ed
/a

m
en

de
d 

in
 a

n 
ad

eq
ua

te
 m

an
ne

r b
as

ed
 o

n 
th

e 
[a

m
en

de
d]

 
LN

D
s. 

- V
B

F’
s R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
 fo

r l
eg

al
 p

ro
fe

ss
io

na
ls

 a
nd

 ju
di

ci
al

 o
ff

ic
ia

ls
 

ar
e 

pr
od

uc
ed

/a
m

en
de

d 
in

 a
n 

ad
eq

ua
te

 m
an

ne
r b

as
ed

 o
n 

th
e 

[a
m

en
de

d]
 

LN
D

s. 
- T

he
 C

en
tra

l J
ud

ic
ia

l A
ut

ho
rit

ie
s/

O
rg

an
iz

at
io

n 
in

co
rp

or
at

e 
pr

ac
tic

al
 

m
ea

su
re

s f
or

 p
ro

du
ci

ng
 R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
 b

as
ed

 o
n 

pr
ac

tic
al

 n
ee

ds
 

in
to

 th
ei

r w
or

kf
lo

w
s. 

- T
he

 C
en

tra
l J

ud
ic

ia
l A

ut
ho

rit
ie

s/
O

rg
an

iz
at

io
n 

dr
af

t/a
m

en
d 

pr
ov

is
io

ns
 

of
 th

e 
LN

D
s, 

in
cl

ud
in

g 
su

bs
ta

nt
ia

l l
aw

s, 
pr

oc
ed

ur
al

 la
w

s a
nd

 
or

ga
ni

za
tio

na
l l

aw
s, 

w
hi

ch
 w

ill
 se

rv
e 

as
 th

e 
fo

un
da

tio
n 

fo
r t

he
 ju

di
ci

al
 

sy
st

em
, i

n 
an

 a
de

qu
at

e 
m

an
ne

r b
as

ed
 o

n 
pr

ac
tic

al
 in

fo
rm

at
io

n 
an

d 
th

e 
re

su
lts

 o
f a

na
ly

se
s o

f p
ra

ct
ic

al
 p

ro
bl

em
s. 

- T
he

 C
en

tra
l J

ud
ic

ia
l A

ut
ho

rit
ie

s/
O

rg
an

iz
at

io
n 

in
co

rp
or

at
e 

pr
ac

tic
al

 
m

ea
su

re
s f

or
 d

ra
fti

ng
/a

m
en

di
ng

 th
e 

LN
D

 b
as

ed
 o

n 
pr

ac
tic

al
 n

ee
ds

 in
to

 
th

ei
r w

or
kf

lo
w

s. 

・
中

央
司
法

関
係
機

関
の
法

曹
及

び
法
律

関

係
職
員
へ

の
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
日
本
人

専
門
家

へ
の
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 
 - R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
. 

- N
ew

sp
ap

er
s a

nd
 m

ag
az

in
es

 p
ub

lis
he

d 
by

 th
e 

C
en

tra
l J

ud
ic

ia
l 

A
ut

ho
rit

ie
s/

O
rg

an
iz

at
io

n.
 

- W
eb

si
te

s o
f t

he
 C

en
tra

l J
ud

ic
ia

l 
A

ut
ho

rit
ie

s/
O

rg
an

iz
at

io
n 

- R
ep

or
ts

 w
rit

te
n 

by
 th

e 
C

en
tra

l 
Ju

di
ci

al
 A

ut
ho

rit
ie

s/
O

rg
an

iz
at

io
n.

 
- I

nt
er

vi
ew

s w
ith

 le
ga

l p
ro

fe
ss

io
na

ls
 

an
d 

ju
di

ci
al

 o
ff

ic
er

s i
n 

th
e 

C
en

tra
l 

Ju
di

ci
al

 A
ut

ho
rit

ie
s/

O
rg

an
iz

at
io

n.
 

- I
nt

er
vi

ew
s w

ith
 Ja

pa
ne

se
 E

xp
er

ts
. 

C
oo

rd
in

at
io

n 
am

on
g 

th
e 

C
en

tra
l 

Ju
di

ci
al

 
A

ut
ho

rit
ie

s/
O

rg
an

i
za

tio
n 

w
ill

 n
ot

 b
e 

in
hi

bi
te

d 
by

 
un

ex
pe

ct
ed

 e
ve

nt
s. 
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(O
ut

pu
ts

) 
 

 
 

・
M
OJ

に
お
け

る
以
下

の
業
務
の

状
況
（

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

開
始
時

と
の
比

較
）

 

➢
情
報
収

集
や
実

務
上
の

課
題
の

分
析
が

、
定
期

的
か
つ

広
汎
に

行
わ
れ

る
。

 

➢
 セ

ミ
ナ
ー

や
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ

プ
が
、

現
場
の

課
題
を

踏
ま
え

、
対
象

者
の
ニ

ー
ズ
に
合

っ
た
形

で
、
企

画
・
立

案
・
実

施
さ
れ

る
。

 

・
M
OJ

が
職
員

向
け
に

作
成
す
る

執
務
参

考
資
料

に
、
現

場
の
情

報
や
実

務
上
の

課
題
の
分

析
結
果

が
反
映

さ
れ
る

。
 

・
M
OJ

が
職
員

向
け
に

作
成
す
る

執
務
参

考
資
料

が
、
セ

ミ
ナ
ー

や
ワ
ー

ク
シ
ョ

ッ
プ
で
得

ら
れ
た

教
訓
を

踏
ま
え

て
作
成

・
改
訂

さ
れ
る

。
 

・
M
OJ

が
職
員

向
け
に

作
成
す
る

執
務
参

考
資
料

が
、
そ

れ
を
必

要
と
す

る
職
員

等
に
と
っ

て
ア
ク

セ
ス
可

能
に
な

る
。

 

 - T
he

 fo
llo

w
in

g 
pr

ac
tic

al
 si

tu
at

io
n 

of
 M

O
J c

om
es

 to
 e

xi
st

 a
s c

om
pa

re
d 

w
ith

 th
e 

be
gi

nn
in

g 
of

 th
e 

Pr
oj

ec
t: 

- I
nf

or
m

at
io

n 
ga

th
er

in
g 

an
d 

an
al

ys
is

 o
f o

pe
ra

tio
na

l c
ha

lle
ng

es
 a

re
 

re
gu

la
rly

 a
nd

 w
id

el
y 

co
nd

uc
te

d;
 a

nd
 

- S
em

in
ar

s a
nd

 w
or

ks
ho

ps
 a

re
 p

la
nn

ed
, d

es
ig

ne
d,

 a
nd

 h
el

d 
su

cc
es

sf
ul

ly
 in

 te
rm

s o
f o

pe
ra

tio
na

l c
ha

lle
ng

es
 a

nd
 p

ar
tic

ip
an

ts
’ 

ne
ed

s. 
- R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
 fo

r o
ff

ic
er

s r
ef

le
ct

 p
ra

ct
ic

al
 in

fo
rm

at
io

n 
an

d 
th

e 
re

su
lts

 o
f t

he
 a

na
ly

si
s o

f p
ra

ct
ic

al
 is

su
es

. 
- R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
 fo

r o
ff

ic
er

s a
re

 c
om

pi
le

d 
an

d 
re

vi
se

d 
ba

se
d 

on
 

le
ss

on
s l

ea
rn

ed
 fr

om
 se

m
in

ar
s a

nd
 w

or
ks

ho
ps

. 
- R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
 fo

r o
ff

ic
er

s a
re

 a
cc

es
si

bl
e 

to
 th

os
e 

in
 n

ee
d 

of
 th

em
.

(1
) 

中
央
司
法

関
係
機

関
に
お

い

て
、
現
場

の
実
務

に
関
す

る
全

国
的
な
モ

ニ
タ
リ

ン
グ
・

指

導
・
助
言

・
監
督

の
能
力

が
向

上
す
る
。

 
 Th

e 
C

en
tra

l J
ud

ic
ia

l 
A

ut
ho

rit
ie

s/
O

rg
an

iz
at

io
n 

im
pr

ov
e 

th
ei

r c
ap

ac
iti

es
 fo

r 
m

on
ito

rin
g,

 g
ui

di
ng

, 
ad

vi
si

ng
, a

nd
 su

pe
rv

is
in

g 
na

tio
nw

id
e 

lo
ca

l p
ra

ct
ic

es
. 

・
S
P

C
に

お
け
る

以
下
の

業
務
の

状
況
（

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

開
始
時

と
の
比

較
）

 

➢
 情

報
収
集

や
実
務

上
の
課
題

の
分
析

が
、
定

期
的
か

つ
広
汎

に
行
わ

れ
る
。

➢
 セ

ミ
ナ
ー

や
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ

プ
が
、

現
場
の

課
題
を

踏
ま
え

、
対
象

者
の
ニ

ー
ズ
に
合

っ
た
形

で
、
企

画
・
立

案
・
実

施
さ
れ

る
。

 

・
S
P

C
が

法
曹

及
び
法

律
関
係
職

員
向
け

に
作
成

す
る
執

務
参
考

資
料
に

、
現

場

の
情
報
や

実
務
上

の
課
題

の
分
析

結
果
が

反
映
さ

れ
る
。

 

・
S
P

C
が

法
曹

及
び
法

律
関
係
職

員
向
け

に
作
成

す
る
執

務
参
考

資
料
が

、
セ

ミ

ナ
ー
や
ワ

ー
ク
シ

ョ
ッ
プ

で
得
ら

れ
た
教

訓
を
踏

ま
え
て

作
成
・

改
訂
さ

れ
る
。

・
S
P

C
が

法
曹

及
び
法

律
関
係
職

員
向
け

に
作
成

す
る
執

務
参
考

資
料
が

、
そ

れ

を
必
要
と

す
る
法

曹
及
び

法
律
関

係
職
員

等
に
と

っ
て
ア

ク
セ
ス

可
能
に

な
る
。

 - T
he

 fo
llo

w
in

g 
si

tu
at

io
n 

of
 S

PC
 c

om
es

 to
 e

xi
st

 a
s c

om
pa

re
d 

w
ith

 th
e 

be
gi

nn
in

g 
of

 th
e 

pr
oj

ec
t: 

- I
nf

or
m

at
io

n 
ga

th
er

in
g 

an
d 

th
e 

an
al

ys
is

 o
f o

pe
ra

tio
na

l c
ha

lle
ng

es
 

・
各
種
執

務
参
考

資
料

 

・
中

央
司
法

関
係
機

関
作
成

の
新

聞
・
雑
誌

・
中
央
司

法
関
係

機
関
の

ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト

 

・
中
央
司

法
関
係

機
関
作

成
の
報

告
書

 

・
中

央
司
法

関
係
機

関
の
関

連
機

関
作
成

の

新
聞
・
雑

誌
 

・
中

央
司
法

関
係
機

関
の
関

連
機

関
の
ウ

ェ

ブ
サ
イ
ト

 

・
中

央
司
法

関
係
機

関
の
関

連
機

関
作
成

の

報
告
書

 

・
中

央
司
法

関
係
機

関
の
法

曹
及

び
法
律

関

係
職
員
へ

の
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 

・
中

央
司
法

関
係
機

関
の
関

連
機

関
の
法

曹

及
び
法
律

関
係
職

員
へ
の

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

・
日
本
人

専
門
家

へ
の
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 
 - R

ef
er

en
ce

 m
at

er
ia

ls
. 

- N
ew

sp
ap

er
s a

nd
 m

ag
az

in
es

 p
ub

lis
he

d 
by

 th
e 

C
en

tra
l J

ud
ic

ia
l 

A
ut

ho
rit

ie
s/

O
rg

an
iz

at
io

n.
  

- W
eb

si
te

s o
f t

he
 C

en
tra

l J
ud

ic
ia

l 
A

ut
ho

rit
ie

s/
O

rg
an

iz
at

io
n.

 
- R

ep
or

ts
 w

rit
te

n 
by

 th
e 

C
en

tra
l 

Ju
di

ci
al

 A
ut

ho
rit

ie
s/

O
rg

an
iz

at
io

n.
 

- N
ew

sp
ap

er
s a

nd
 m

ag
az

in
es

 p
ub

lis
he

d 
by

 o
rg

an
iz

at
io

ns
 re

la
te

d 
to

 th
e 

C
en

tra
l 

Ju
di

ci
al

 A
ut

ho
rit

ie
s/

O
rg

an
iz

at
io

n.
  

- W
eb

si
te

s o
f o

rg
an

iz
at

io
ns

 re
la

te
d 

to
 

th
e 

C
en

tra
l J

ud
ic

ia
l 

A
ut

ho
rit

ie
s/

O
rg

an
iz

at
io

n.
  

- R
ep

or
ts

 w
rit

te
n 

by
 o

rg
an

iz
at

io
ns

 
re

la
te

d 
to

 T
he

 C
en

tra
l J

ud
ic

ia
l 

A
ut

ho
rit

ie
s/

O
rg

an
iz

at
io

n.
  

- I
nt

er
vi

ew
s w

ith
 le

ga
l p

ro
fe

ss
io

na
ls

 
an

d 
ju

di
ci

al
 o

ff
ic

er
s i

n 
th

e 
C

en
tra

l 
Ju

di
ci

al
 A

ut
ho

rit
ie

s/
O

rg
an

iz
at

io
n.

 
- I

nt
er

vi
ew

s w
ith

 le
ga

l p
ro

fe
ss

io
na

ls
 

助
言
・
監

督
に
関

す

る
中
央
司

法
関
係

機

関
の
マ
ン

デ
ー
ト

が

変
更
さ
れ

な
い
。

 

M
an

da
te

s o
f 

C
en

tra
l J

ud
ic

ia
l 

A
ut

ho
rit

ie
s/

O
rg

an
i

za
tio

n 
to

 p
ro

vi
de

 
ad

vi
ce

 a
nd

 
su

pe
rv

is
io

n 
ar

e 
no

t 
ch

an
ge

d.
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ar
e 

re
gu

la
rly

 a
nd

 w
id

el
y 

co
nd

uc
te

d;
 a

nd
 

- S
em

in
ar

s a
nd

 w
or

ks
ho

ps
 a

re
 p

la
nn

ed
, d

es
ig

ne
d,

 a
nd

 h
el

d 
su

cc
es

sf
ul

ly
 in

 te
rm

s o
f o

pe
ra

tio
na

l c
ha

lle
ng

es
 a

nd
 p

ar
tic

ip
an

ts
’ 

ne
ed

s. 
- R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
 fo

r l
eg

al
 p

ro
fe

ss
io

na
ls

 a
nd

 ju
di

ci
al

 o
ffi

ci
al

s r
ef

le
ct

 
in

fo
rm

at
io

n 
ga

th
er

in
g 

an
d 

an
al

ys
is

 o
f o

pe
ra

tio
na

l c
ha

lle
ng

es
. 

- R
ef

er
en

ce
 M

at
er

ia
ls

 fo
r l

eg
al

 p
ro

fe
ss

io
na

ls
 a

nd
 ju

di
ci

al
 o

ffi
ci

al
s a

re
 

dr
af

te
d 

an
d 

re
vi

se
d 

ba
se

d 
on

 le
ss

on
s l

ea
rn

ed
 fr

om
 se

m
in

ar
s a

nd
 

w
or

ks
ho

p.
 

- R
ef

er
en

ce
 M

at
er

ia
ls

 fo
r l

eg
al

 p
ro

fe
ss

io
na

ls
 a

nd
 ju

di
ci

al
 o

ffi
ci

al
s a

re
 

ac
ce

ss
ib

le
 to

 th
os

e 
in

 n
ee

d 
of

 th
em

. 
・

S
P

P
に

お
け

る
以
下

の
業
務
の

状
況
（

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

開
始
時

と
の
比

較
）

 

➢
 情

報
収
集

や
実
務

上
の
課
題

の
分
析

が
、
定

期
的
か

つ
広
汎

に
行
わ

れ
る
。

➢
 
セ

ミ
ナ

ー
や

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
が

、
現

場
の

課
題

を
踏

ま
え

、
対

象
者

の
ニ

ー
ズ
に
合

っ
た
形

で
、
企

画
・
立

案
・
実

施
さ
れ

る
。

 

・
S
P

P
が

法
曹

及
び
法

律
関
係
職

員
向
け

に
作
成

す
る
執

務
参
考

資
料
に

、
現

場

の
情
報
や

実
務
上

の
課
題

の
分
析

結
果
が

反
映
さ

れ
る
。

 

・
S
P

P
が

法
曹

及
び
法

律
関
係
職

員
向
け

に
作
成

す
る
執

務
参
考

資
料
が

、
セ

ミ

ナ
ー
や
ワ

ー
ク
シ

ョ
ッ
プ

で
得
ら

れ
た
教

訓
を
踏

ま
え
て

作
成
・

改
訂
さ

れ
る
。

・
S
P

P
が

法
曹

及
び
法

律
関
係
職

員
向
け

に
作
成

す
る
執

務
参
考

資
料
が

、
そ

れ

を
必
要
と

す
る
法

曹
及
び

法
律
関

係
職
員

等
に
と

っ
て
ア

ク
セ
ス

可
能
に

な
る
。

 - 
Th

e 
fo

llo
w

in
g 

pr
ac

tic
al

 s
itu

at
io

n 
of

 S
PP

 c
om

es
 t

o 
ex

is
t 

as
 c

om
pa

re
d 

w
ith

 th
e 

be
gi

nn
in

g 
of

 th
e 

pr
oj

ec
t: 

- 
In

fo
rm

at
io

n 
ga

th
er

in
g 

an
d 

th
e 

an
al

ys
is

 o
f 

op
er

at
io

na
l 

ch
al

le
ng

es
 

ar
e 

re
gu

la
rly

 a
nd

 w
id

el
y 

co
nd

uc
te

d;
 a

nd
 

- 
Se

m
in

ar
s 

an
d 

w
or

ks
ho

ps
 

ar
e 

pl
an

ne
d,

 
de

si
gn

ed
, 

an
d 

he
ld

 
su

cc
es

sf
ul

ly
 i

n 
te

rm
s 

of
 o

pe
ra

tio
na

l 
ch

al
le

ng
es

 a
nd

 p
ar

tic
ip

an
ts

’ 
ne

ed
s. 

- R
ef

er
en

ce
 M

at
er

ia
ls

 fo
r l

eg
al

 p
ro

fe
ss

io
na

ls
 a

nd
 ju

di
ci

al
 o

ffi
ci

al
s r

ef
le

ct
 

in
fo

rm
at

io
n 

ga
th

er
in

g 
an

d 
an

al
ys

is
 o

f o
pe

ra
tio

na
l c

ha
lle

ng
es

. 
- R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
 fo

r l
eg

al
 p

ro
fe

ss
io

na
ls

 a
nd

 ju
di

ci
al

 o
ffi

ci
al

s a
re

 
dr

af
te

d 
an

d 
re

vi
se

d 
ba

se
d 

on
 le

ss
on

s l
ea

rn
ed

 fr
om

 se
m

in
ar

s a
nd

 
w

or
ks

ho
ps

. 
- R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
 fo

r l
eg

al
 p

ro
fe

ss
io

na
ls

 a
nd

 ju
di

ci
al

 o
ffi

ci
al

s a
re

 
ac

ce
ss

ib
le

 to
 th

os
e 

in
 n

ee
d 

of
 th

em
. 

an
d 

ju
di

ci
al

 o
ff

ic
er

s i
n 

or
ga

ni
za

tio
ns

 
re

la
te

d 
to

 th
e 

C
en

tra
l J

ud
ic

ia
l 

A
ut

ho
rit

ie
s/

O
rg

an
iz

at
io

n.
 

- I
nt

er
vi

ew
s w

ith
 Ja

pa
ne

se
 E

xp
er

ts
. 
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・
V

B
F
に

お
け
る

以
下
の

業
務
の

状
況
（

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

開
始
時

と
の
比

較
）

 

➢
 情

報
収
集

や
実
務

上
の
課
題

の
分
析

が
、
定

期
的
か

つ
広
汎

に
行
わ

れ
る
。

・
 V

B
F
が

法
曹
向

け
に
作

成
す
る

執
務
参

考
資
料

に
、
現

場
の
情

報
や
実

務
上
の

課
題
の
分

析
結
果

が
反
映

さ
れ
る

。
 

・
V

B
F
が
法

曹
向
け

に
作

成
す
る

執
務
参

考
資
料

が
、
セ

ミ
ナ
ー

や
ワ
ー

ク
シ
ョ

ッ
プ
で
得

ら
れ
た

教
訓
を

踏
ま
え

て
作
成

・
改
訂

さ
れ
る

。
 

・
V

B
F
が
法

曹
向
け

に
作

成
す
る

執
務
参

考
資
料

が
、
そ

れ
を
必

要
と
す

る
法
曹

等
に
と
っ

て
ア
ク

セ
ス
可

能
に
な

る
。

 
 - T

he
 fo

llo
w

in
g 

pr
ac

tic
al

 si
tu

at
io

n 
of

 V
B

F 
co

m
es

 to
 e

xi
st

 a
s c

om
pa

re
d 

w
ith

 th
e 

be
gi

nn
in

g 
of

 th
e 

pr
oj

ec
t: 

- I
nf

or
m

at
io

n 
ga

th
er

in
g 

an
d 

th
e 

an
al

ys
is

 o
f o

pe
ra

tio
na

l c
ha

lle
ng

es
 

ar
e 

re
gu

la
rly

 a
nd

 w
id

el
y 

co
nd

uc
te

d;
 a

nd
 

- R
ef

er
en

ce
 m

at
er

ia
ls

 fo
r l

eg
al

 p
ro

fe
ss

io
na

ls
 a

nd
 ju

di
ci

al
 o

ffi
ci

al
s r

ef
le

ct
 

in
fo

rm
at

io
n 

ga
th

er
in

g 
an

d 
an

al
ys

is
 o

f o
pe

ra
tio

na
l c

ha
lle

ng
es

. 
- R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
 fo

r l
eg

al
 p

ro
fe

ss
io

na
ls

 a
nd

 ju
di

ci
al

 o
ffi

ci
al

s a
re

 
dr

af
te

d 
an

d 
re

vi
se

d 
ba

se
d 

on
 le

ss
on

s l
ea

rn
ed

 fr
om

 se
m

in
ar

s a
nd

 
w

or
ks

ho
ps

; a
nd

 
- R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
 fo

r l
eg

al
 p

ro
fe

ss
io

na
ls

 a
nd

 ju
di

ci
al

 o
ffi

ci
al

s a
re

 
ac

ce
ss

ib
le

 to
 th

os
e 

in
 n

ee
d 

of
 th

em
. 

(2
) 

適
正
な
裁

判
の
基

礎
と
な

る
実

体
法
・
手

続
法
・

組
織
法

等
の

法
規
範
文

書
の
草

案
が
適

切
に

作
成
さ
れ

る
。

 
 D

ra
ft 

pr
ov

is
io

ns
 o

f L
N

D
s, 

in
cl

ud
in

g 
su

bs
ta

nt
ia

l l
aw

s, 
pr

oc
ed

ur
al

 la
w

s a
nd

 
or

ga
ni

za
tio

na
l l

aw
s, 

w
hi

ch
 

w
ill

 se
rv

e 
as

 th
e 

fo
un

da
tio

n 
fo

r t
he

 ju
di

ci
al

 sy
st

em
, a

re
 

pr
ep

ar
ed

 in
 a

n 
ad

eq
ua

te
 

m
an

ne
r. 

・
改
正

民
法

、
不
動

産
登
記

法
及

び
担
保

取
引
登

録
法
の
（
最
終

）
草

案
が

、
以

下
の
点
を

考
慮
し

た
も
の

に
改
善

さ
れ
る

。
 

➢
 ベ

ト
ナ
ム

の
市
場

経
済
の
発

展
に
適

合
し
て

い
る
。

 

➢
 実

務
上
の

問
題
点

を
踏
ま
え

て
い
る

。
 

・
改
正
民

事
訴
訟

法
の
草

案
が
、

以
下
の

点
を
考

慮
し
て

改
善
さ

れ
る
。

 

➢
 ベ

ト
ナ
ム

の
市
場

経
済
の
発

展
に
適

合
し
て

い
る
。

 

➢
 実

務
上
の

問
題
点

を
踏
ま
え

て
い
る

。
 

・
改
正
裁

判
所
組

織
法
の

草
案
が

、
以
下

の
点
を

考
慮
し

て
作
成

さ
れ
る

。
 

➢
 司

法
の
中

心
機
関

と
し
て
の

裁
判
所

の
発
展

に
寄
与

し
て
い

る
。

 

➢
 実

務
上
の

問
題
点

を
踏
ま
え

て
い
る

  
 
 
  

  

・
改
正
刑

事
訴
訟

法
の
草

案
が
、

以
下
の

点
を
考

慮
し
て

改
善
さ

れ
る
。

 

➢
 当

事
者
主

義
の
利

点
を
選
択

的
に
取

り
入
れ

て
い
る

。
 

➢
 実

務
上
の

問
題
点

を
踏
ま
え

て
い
る

。
 

・
改
正
検

察
院
組

織
法
の

草
案
が

、
以
下

の
点
を

考
慮
し

て
作
成

さ
れ
る

。
 

➢
 裁

判
所
の

組
織
と

整
合
し
て

い
る
。

 

➢
 実

務
上
の

問
題
点

を
踏
ま
え

て
い
る

。
 

・
行
政
事

件
訴
訟

法
と
整

合
す
る

下
位
法

規
範
文

書
に
、
違
法
な

行
政
行

為
に
よ

り
侵
害
さ

れ
た
国

民
の
権

利
が
、
円

滑
か
つ

確
実
に

保
護
さ

れ
る

内
容
が

含
ま
れ

・
改
正
民

法
草
案

 

・
不
動
産

登
記
法

草
案

 

・
担
保
取

引
登
録

法
草
案

 

・
改
正
民

事
訴
訟

法
草
案

 

・
改
正
裁

判
所
組

織
法
草

案
 

・
改
正
刑

事
訴
訟

法
草
案

 

・
改
正
検

察
院
組

織
法
草

案
 

・
行
政
事

件
訴
訟

法
下
位

法
規
範

文
書

 

・
民
事
判

決
執
行

法
に
関

す
る
報

告
書

 

・
国
家
賠

償
法
に

関
す
る

報
告
書

 

・
不
動
産

登
記
法

に
関
す

る
報
告

書
 

・
戸
籍
制

度
に
関

す
る
報

告
書

 

・
カ

ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
へ
の

イ
ン

タ
ビ
ュ
ー

・
日
本
人

専
門
家

へ
の
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 
 - T

he
 d

ra
ft 

of
 th

e 
re

vi
se

d 
C

iv
il 

C
od

e.
 

- T
he

 d
ra

ft 
of

 th
e 

La
w

 o
n 

Im
m

ov
ab

le
 

R
eg

is
tra

tio
n.

 

支
援
対
象

の
実
体

法
・
手
続

法
・
組

織

法
の
立
法

化
が
遅

延

し
な
い
。

 
 Le

gi
sl

at
io

n 
of

 th
e 

re
sp

ec
tiv

e 
LN

D
s 

w
ill

 b
e 

pu
rs

ue
d 

w
ith

ou
t s

ig
ni

fic
an

t 
de

la
ys

. 
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て
い
る
。

 

・
民
事
判

決
執
行

法
及
び

国
家
賠

償
法
に

つ
き
、
そ
れ
ぞ

れ
の
改

正
に
向

け
た
実

務
上
の
問

題
点
及

び
改
善

策
に
関

す
る
報

告
書
が

作
成
さ

れ
る
。

  

・
戸
籍
法

制
定
に

向
け
た

実
務
上

の
問
題

点
が
整

理
さ
れ

る
。

 
 - 

Th
e 

(f
in

al
) 

dr
af

ts
 o

f 
th

e 
re

vi
se

d 
C

iv
il 

C
od

e,
 t

he
 L

aw
 o

n 
Im

m
ov

ab
le

 
Pr

op
er

ty
 

R
eg

is
tra

tio
n,

 
an

d 
th

e 
La

w
 

on
 

R
eg

is
tra

tio
n 

of
 

Se
cu

re
d 

Tr
an

sa
ct

io
ns

 a
re

 im
pr

ov
ed

 in
 te

rm
s o

f t
he

 fo
llo

w
in

g 
po

in
ts

: 
- 

C
on

fo
rm

in
g 

to
 t

he
 d

ev
el

op
m

en
ts

 i
n 

th
e 

m
ar

ke
t 

ec
on

om
y 

of
 

V
ie

tn
am

; a
nd

 
- R

ef
le

ct
in

g 
ac

tu
al

 is
su

es
 a

nd
 p

ra
ct

ic
al

 c
on

ce
rn

s. 
- T

he
 d

ra
ft 

of
 th

e 
re

vi
se

d 
C

iv
il 

Pr
oc

ed
ur

e 
C

od
e 

is
 im

pr
ov

ed
 in

 te
rm

s 
of

 
th

e 
fo

llo
w

in
g 

po
in

ts
: 

- 
C

on
fo

rm
in

g 
to

 t
he

 d
ev

el
op

m
en

ts
 i

n 
th

e 
m

ar
ke

t 
ec

on
om

y 
of

 
V

ie
tn

am
; a

nd
 

- R
ef

le
ct

in
g 

ac
tu

al
 is

su
es

 a
nd

 p
ra

ct
ic

al
 c

on
ce

rn
s. 

- T
he

 d
ra

ft 
of

 th
e 

re
vi

se
d 

La
w

 o
n 

O
rg

an
iz

at
io

n 
of

 th
e 

Pe
op

le
’s

 C
ou

rt 
is

 
pr

ep
ar

ed
 in

 te
rm

s o
f f

ol
lo

w
in

g 
po

in
ts

: 
- 

C
on

tri
bu

tin
g 

to
 

de
ve

lo
pm

en
t 

of
 

th
e 

co
ur

ts
 

as
 

th
e 

ce
nt

ra
l 

or
ga

ni
za

tio
n 

of
 th

e 
ju

di
ci

ar
y;

 a
nd

 
- R

ef
le

ct
in

g 
ac

tu
al

 is
su

es
 a

nd
 p

ra
ct

ic
al

 c
on

ce
rn

s. 
- T

he
 d

ra
ft 

of
 th

e 
re

vi
se

d 
C

rim
in

al
 P

ro
ce

du
re

 C
od

e 
is

 im
pr

ov
ed

 in
 te

rm
s 

of
 th

e 
fo

llo
w

in
g 

po
in

ts
: 

- 
A

do
pt

in
g 

ad
va

nt
ag

eo
us

 e
le

m
en

t(s
) 

of
 t

he
 a

dv
er

sa
ry

-a
cc

us
at

or
ia

l 
sy

st
em

; a
nd

 
- R

ef
le

ct
in

g 
ac

tu
al

 is
su

es
 a

nd
 p

ra
ct

ic
al

 c
on

ce
rn

s. 
- T

he
 d

ra
ft 

of
 th

e 
re

vi
se

d 
La

w
 o

n 
O

rg
an

iz
at

io
n 

of
 th

e 
Pe

op
le

’s
 P

ro
cu

ra
cy

 
O

ff
ic

e 
is

 p
re

pa
re

d 
in

 te
rm

s o
f t

he
 fo

llo
w

in
g 

po
in

ts
: 

- C
on

fo
rm

in
g 

to
 th

e 
or

ga
ni

za
tio

n 
of

 th
e 

co
ur

ts
; a

nd
 

- R
ef

le
ct

in
g 

ac
tu

al
 is

su
es

 a
nd

 p
ra

ct
ic

al
 c

on
ce

rn
s. 

- 
Th

e 
su

bo
rd

in
at

e 
LN

D
s 

co
nf

or
m

in
g 

to
 t

he
 A

dm
in

is
tra

tiv
e 

Li
tig

at
io

n 
La

w
 i

nc
lu

de
s 

ad
eq

ua
te

/s
uf

fic
ie

nt
 m

ea
su

re
s 

to
 p

ro
te

ct
 t

he
 r

ig
ht

s 
of

 
ci

tiz
en

s i
nf

rin
ge

d 
on

 b
y 

ill
eg

al
 a

dm
in

ist
ra

tiv
e 

ac
ts

 in
 p

ra
ct

ic
al

ly
 p

os
si

bl
e 

m
an

ne
r. 

- 
R

ep
or

ts
 

on
 

th
e 

C
iv

il 
Ju

dg
m

en
t 

Ex
ec

ut
io

n 
La

w
 

an
d 

th
e 

St
at

e 
C

om
pe

ns
at

io
n 

La
w

, 
re

sp
ec

tiv
el

y,
 

de
sc

rib
in

g 
pr

ac
tic

al
 

is
su

es
 

an
d 

m
ea

su
re

s 
to

 r
ef

or
m

 t
he

m
 i

n 
vi

ew
 o

f 
th

e 
am

en
dm

en
ts

 t
o 

th
e 

cu
rr

en
t 

le
gi

sl
at

io
n 

ar
e 

pr
ep

ar
ed

. 

- T
he

 d
ra

ft 
of

 th
e 

La
w

 o
n 

R
eg

is
tra

tio
n 

of
 S

ec
ur

ed
 T

ra
ns

ac
tio

ns
. 

- T
he

 d
ra

ft 
of

 th
e 

re
vi

se
d 

C
iv

il 
Pr

oc
ed

ur
e 

C
od

e.
 

- T
he

 d
ra

ft 
of

 th
e 

re
vi

se
d 

La
w

 o
n 

O
rg

an
iz

at
io

n 
of

 th
e 

Pe
op

le
’s

 C
ou

rt.
 

- T
he

 d
ra

ft 
of

 th
e 

re
vi

se
d 

C
rim

in
al

 
Pr

oc
ed

ur
e 

C
od

e.
 

- T
he

 d
ra

ft 
of

 th
e 

re
vi

se
d 

La
w

 o
n 

O
rg

an
iz

at
io

n 
of

 th
e 

Pe
op

le
’s

 P
ro

cu
ra

cy
 

O
ff

ic
e.

 
- T

he
 d

ra
ft 

of
 su

bo
rd

in
at

e 
N

D
Ls

 o
f t

he
 

A
dm

in
is

tra
tiv

e 
Li

tig
at

io
n 

La
w

. 
- R

ep
or

ts
 c

on
ce

rn
in

g 
th

e 
C

iv
il 

Ju
dg

m
en

t E
xe

cu
tio

n 
La

w
. 

- R
ep

or
ts

 c
on

ce
rn

in
g 

th
e 

St
at

e 
C

om
pe

ns
at

io
n 

La
w

. 
- R

ep
or

ts
 c

on
ce

rn
in

g 
th

e 
La

w
 o

n 
Im

m
ov

ab
le

 P
ro

pe
rty

 R
eg

is
tra

tio
n.

 
- R

ep
or

ts
 c

on
ce

rn
in

g 
pe

rs
on

al
 st

at
us

 
re

gi
st

ra
tio

n.
 

-In
te

rv
ie

w
s w

ith
 th

e 
co

un
te

rp
ar

ts
. 

- I
nt

er
vi

ew
s w

ith
 th

e 
ex

pe
rts

. 
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- P
ra

ct
ic

al
 is

su
es

 c
on

ce
rn

in
g 

pe
rs

on
al

 st
at

us
 re

gi
st

ra
tio

n 
ar

e 
st

re
am

lin
ed

 
fo

r t
he

 p
ur

po
se

 o
f p

ro
sp

ec
tiv

e 
le

gi
sl

at
io

n 
on

 p
er

so
na

l s
ta

tu
s r

eg
is

tra
tio

n.
 

(A
ct

iv
iti

es
) 

 
(In

pu
ts

) 
 

 
(1

-1
-1

) 
S
P

C
,S

P
P
が

、
法
規
範

文
書
に
別

段
の
定

め
が
な

い
限
り

に
お
い

て
、
裁

判
統
計

や
判
決
書

等
、
本

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
効
果

的
な
実

施
に
必

要
な
情

報
を
収

集
し
、

裁
判
に
関

す
る
実

務
上
の

課
題
を

分
析
す

る
。

 
 SP

C
 a

nd
 S

PP
 c

ol
le

ct
 in

fo
rm

at
io

n 
ne

ce
ss

ar
y 

fo
r t

he
 e

ff
ec

tiv
e 

im
pl

em
en

ta
tio

n 
of

 th
e 

Pr
oj

ec
t, 

in
cl

ud
in

g 
ju

di
ci

al
 st

at
is

tic
s a

nd
 ju

dg
m

en
ts

 
un

le
ss

 o
th

er
w

is
e 

pr
ov

id
ed

 fo
r b

y 
LN

D
s, 

an
d 

fu
rth

er
 a

na
ly

ze
 p

ra
ct

ic
al

 
is

su
es

 o
n 

ad
ju

di
ca

tio
n.

 
(1

-1
-2

) 
M

O
J
,S

P
C

,S
P

P
,V

B
F
が

、
本
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

効
果
的

な
実
施

に
必
要

な
現
場

の

実
務
に
関

す
る
情

報
を
収

集
し
、

実
務
上

の
課
題

を
分
析

す
る
。

 
 M

O
J, 

SP
C

, S
PP

 a
nd

 V
B

F 
co

lle
ct

 th
e 

in
fo

rm
at

io
n 

on
 lo

ca
l p

ra
ct

ic
e 

ne
ce

ss
ar

y 
fo

r t
he

 e
ff

ec
tiv

e 
im

pl
em

en
ta

tio
n 

of
 th

e 
Pr

oj
ec

t a
nd

 a
na

ly
ze

 
pr

ac
tic

al
 is

su
es

. 
(1

-2
-1

) 
M

O
J
が

、
現
場

の
法
律

関
係
職
員

（
執
行

官
、
担

保
取
引

登
録
官

、
公
証

人
、
戸

籍
官
）
に

対
す
る

セ
ミ
ナ

ー
、
ト

レ
ー
ニ

ン
グ
コ

ー
ス
を

開
催
す

る
。

 
 M

O
J h

ol
ds

 se
m

in
ar

s a
nd

 c
on

du
ct

s t
ra

in
in

g 
co

ur
se

s f
or

 lo
ca

l o
ff

ic
ia

ls
; 

na
m

el
y 

ex
ec

ut
io

n 
of

fic
er

s, 
re

gi
st

ra
rs

 fo
r s

ec
ur

ed
 tr

an
sa

ct
io

ns
, p

ub
lic

 
no

ta
rie

s, 
an

d 
pe

rs
on

al
 st

at
us

 re
gi

st
ra

tio
n 

of
fic

er
s. 

(1
-2

-2
) 

M
O

J
が

、
実
施

し
た
セ

ミ
ナ
ー
、

ト
レ
ー

ニ
ン
グ

コ
ー
ス

の
内
容

や
教
訓

に
つ
い

て
、
法
律

関
係
職

員
及
び

本
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
関
係

機
関
間

で
共
有

す
る
こ

と
を
目

的
に
、
そ

れ
ぞ
れ

の
終
了

後
3
か

月
以
内

に
、
報

告
書
を

作
成
す

る
。

 
 M

O
J p

re
pa

re
s r

ep
or

ts
 o

n 
th

e 
is

su
es

 d
is

cu
ss

ed
 in

 a
nd

 le
ss

on
s l

ea
rn

ed
 fr

om
 

se
m

in
ar

s a
nd

 tr
ai

ni
ng

 c
ou

rs
es

 fo
r t

he
 p

ur
po

se
s o

f s
ha

rin
g 

in
fo

rm
at

io
n 

am
on

g 
of

fic
ia

ls
 a

nd
 in

st
itu

tio
ns

 in
vo

lv
ed

 in
 th

e 
pr

oj
ec

t w
ith

in
 th

re
e 

(3
) 

m
on

th
s f

ro
m

 th
e 

da
te

 o
f t

he
 re

sp
ec

tiv
e 

se
m

in
ar

s a
nd

 tr
ai

ni
ng

 c
ou

rs
es

. 
(1

-2
-3

) 
M

O
J
が

、
セ
ミ

ナ
ー
、

ト
レ
ー
ニ

ン
グ
コ

ー
ス
の

内
容
や

教
訓
を

踏
ま
え

て
、
執

務
参
考
資

料
を
作

成
し
、

Ｊ
Ａ
の

テ
キ
ス

ト
ブ
ッ

ク
を
改

訂
す
る

。
 

 M
O

J p
re

pa
re

s R
ef

er
en

ce
 M

at
er

ia
ls

 a
nd

 re
vi

se
s J

A
 te

xt
bo

ok
s b

as
ed

 o
n 

th
e 

is
su

es
 d

is
cu

ss
ed

 in
 a

nd
 le

ss
on

s l
ea

rn
ed

 fr
om

 th
e 

se
m

in
ar

s a
nd

 tr
ai

ni
ng

 

日
本
側

 

・
長
期

専
門
家

(総
括
（
検

察
）
、
裁

判
官
、
弁

護
士
、

調
整
員

）
 

・
短
期
専

門
家

 

・
ア
ド
バ

イ
ザ
リ

ー
グ
ル

ー
プ

 

・
本
邦
研

修
の
機

会
 

・
日
本
で

行
う
セ

ミ
ナ
ー

・
ワ
ー

ク

シ
ョ
ッ
プ

用
の
会

議
室

 

・
Ｊ
Ｉ
Ｃ

Ａ
Ｎ
Ｅ

Ｔ
 

・
上
記
に

関
す
る

費
用

 

・
ベ
ト
ナ

ム
で
行

う
セ
ミ

ナ
ー
・

ワ

ー
ク
シ
ョ

ッ
プ
に

関
す
る

費
用

 
 In

pu
ts

 fr
om

 th
e 

Ja
pa

ne
se

 si
de

: 
- L

on
g-

te
rm

 E
xp

er
ts

 
(a

 C
hi

ef
 A

dv
is

or
 (P

ro
se

cu
to

r),
 a

  
Ju

dg
e,

 a
n 

A
tto

rn
ey

-a
t-l

aw
, a

 
Pr

oj
ec

t C
oo

rd
in

at
or

); 
- S

ho
rt-

te
rm

 E
xp

er
ts

; 
- A

dv
is

or
y 

G
ro

up
s;

  
- O

pp
or

tu
ni

tie
s f

or
 st

ud
y 

to
ur

s i
n 

Ja
pa

n;
 

- C
on

fe
re

nc
e 

ro
om

s f
or

 
w

or
ks

ho
ps

 a
nd

 se
m

in
ar

s i
n 

Ja
pa

n;
 

- J
IC

A
-N

ET
 se

m
in

ar
; 

- E
xp

en
se

s f
or

 th
e 

ab
ov

e;
 a

nd
 

- E
xp

en
se

s f
or

 se
m

in
ar

s a
nd

 
w

or
ks

ho
ps

 in
 V

ie
tn

am
. 

ベ
ト
ナ
ム

側
 

・
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

ダ
イ
レ

ク
タ
ー

 

・
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

 

・
ワ
ー
キ

ン
グ
グ

ル
ー
プ

メ
ン
バ

ー

・
セ
ミ
ナ

ー
・
ワ

ー
ク
シ

ョ
ッ
プ

用

の
会
議
室

 

・
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

に
関
す

る
事
務

的

な
作
業
に

必
要
な

資
材

 

・
日

本
側
が

負
担
す

る
費
用

以
外

の
、

上
記
に
関

す
る
費

用
 

・
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

に
関
す

る
連
絡

・

調
整
に
必

要
な
費

用
 

 In
pu

ts
 fr

om
 th

e 
V

ie
tn

am
es

e 
si

de
:

- P
ro

je
ct

 D
ire

ct
or

; 
- P

ro
je

ct
 M

an
ag

er
s;

 
- M

em
be

rs
 o

f W
or

ki
ng

 G
ro

up
s;

 
- C

on
fe

re
nc

e 
ro

om
s f

or
 

w
or

ks
ho

ps
 a

nd
 se

m
in

ar
s;

  
- M

at
er

ia
ls

 n
ec

es
sa

ry
 fo

r 
ad

m
in

is
tra

tiv
e 

w
or

k 
fo

r t
he

 
Pr

oj
ec

t; 
- E

xp
en

se
s f

or
 th

e 
ab

ov
e 

ite
m

s, 
ot

he
r t

ha
n 

th
e 

ex
pe

ns
es

 th
at

 a
re

 
bo

rn
e 

by
 th

e 
Ja

pa
ne

se
 si

de
; a

nd
 

- E
xp

en
se

s f
or

 c
om

m
un

ic
at

io
ns

 
an

d 
co

or
di

na
tio

n 
re

la
te

d 
to

 th
e 

Pr
oj

ec
t. 

ベ
ト
ナ
ム

の
立
法

計

画
に
、
対

象
法
規

範

文
書
が
含

ま
れ
る

。
 

 Th
e 

le
gi

sl
at

io
n 

pl
an

 w
ill

 c
on

tin
ue

 
to

 c
on

ta
in

 th
e 

co
nc

er
ne

d 
LN

D
s. 
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co
ur

se
s. 

(1
-3

-1
) 

S
P

C
が

、
裁

判
実
務

上
の
問

題
に

対
処
す

る
た
め

の
セ
ミ

ナ
ー
や

研
修
等

を
企
画

、

実
施
す
る

。
 

 SP
C

 p
la

ns
 a

nd
 h

ol
ds

 se
m

in
ar

s a
nd

 tr
ai

ni
ng

s t
o 

ad
dr

es
s p

ra
ct

ic
al

 
ch

al
le

ng
es

 in
 a

dj
ud

ic
at

io
n 

pr
ac

tic
e.

 
(1

-3
-2

) 
S
P

C
が

、
実
施
し

た
セ
ミ

ナ
ー
、

研
修
の

内
容
や

教
訓
に

つ
い
て

、
法
曹

、
法
律

関
係
職
員

及
び
本

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

関
係
機

関
間
で

共
有
す

る
こ
と

を
目
的

に
、
そ

れ
ぞ
れ
の

終
了
後

3
か
月

以
内
に

、
報
告

書
を
作

成
す
る

。
 

 SP
C

 p
re

pa
re

s r
ep

or
ts

 o
n 

th
e 

iss
ue

s d
is

cu
ss

ed
 in

 a
nd

 le
ss

on
s l

ea
rn

ed
 fr

om
 

se
m

in
ar

s a
nd

 tr
ai

ni
ng

 c
ou

rs
es

 fo
r t

he
 p

ur
po

se
s o

f s
ha

rin
g 

in
fo

rm
at

io
n 

am
on

g 
le

ga
l p

ro
fe

ss
io

na
ls

, j
ud

ic
ia

l o
ff

ic
ia

ls
 a

nd
 a

ut
ho

rit
ie

s/
or

ga
ni

za
tio

ns
 

in
vo

lv
ed

 in
 th

e 
Pr

oj
ec

t, 
w

ith
in

 th
re

e 
(3

) m
on

th
s f

ro
m

 th
e 

da
te

 o
f t

he
 

re
sp

ec
tiv

e 
se

m
in

ar
s a

nd
 tr

ai
ni

ng
 c

ou
rs

es
. 

(1
-3

-3
) 

S
P

C
が

、
セ
ミ
ナ

ー
や
研

修
の
内

容
や
教

訓
を
踏

ま
え
て

、
執
務

参
考
資

料
を
作

成
す
る
。

 
 SP

C
 p

re
pa

re
s R

ef
er

en
ce

 M
at

er
ia

ls
 b

as
ed

 o
n 

th
e 

is
su

es
 d

is
cu

ss
ed

 in
 
an

d 
le

ss
on

s l
ea

rn
ed

 fr
om

 th
e 

se
m

in
ar

s a
nd

 tr
ai

ni
ng

s. 
(1

-4
-1
）

 
S
P

P
が

、
捜
査

・
公
判

実
務
上
の

問
題
に

対
処
す

る
た
め

の
セ
ミ

ナ
ー
や

研
修
等

を
企
画
、

実
施
す

る
。

 
 SP

P 
pl

an
s a

nd
 h

ol
ds

 se
m

in
ar

s a
nd

 tr
ai

ni
ng

s t
o 

ad
dr

es
s p

ra
ct

ic
al

 c
ha

lle
ng

es
 

in
 in

ve
st

ig
at

io
ns

 a
nd

 c
ou

rt 
pr

oc
ee

di
ng

s. 

 

(1
-4

-2
) 

S
P

P
が

、
実
施

し
た
セ

ミ
ナ
ー
、

研
修
の

内
容
や

教
訓
に

つ
い
て

、
法
曹

、
法
律

関
係
職
員

及
び
本

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

関
係
機

関
間
で

共
有
す

る
こ
と

を
目
的

に
、
そ

れ
ぞ
れ
の

終
了
後

3
か
月

以
内
に

、
報
告

書
を
作

成
す
る

。
 

 SP
P 

pr
ep

ar
es

 re
po

rts
 o

n 
th

e 
iss

ue
s d

is
cu

ss
ed

 in
 a

nd
 le

ss
on

s l
ea

rn
ed

 fr
om

 
se

m
in

ar
s a

nd
 tr

ai
ni

ng
s c

ou
rs

es
 fo

r t
he

 p
ur

po
se

s o
f s

ha
rin

g 
in

fo
rm

at
io

n 
am

on
g 

le
ga

l p
ro

fe
ss

io
na

ls
, j

ud
ic

ia
l o

ff
ic

ia
ls

 a
nd

 a
ut

ho
rit

ie
s/

or
ga

ni
za

tio
ns

 
in

vo
lv

ed
 in

 th
e 

Pr
oj

ec
t w

ith
in

 th
re

e 
(3

) m
on

th
s f

ro
m

 th
e 

da
te

 o
f t

he
 

re
sp

ec
tiv

e 
se

m
in

ar
s a

nd
 tr

ai
ni

ng
 c

ou
rs

es
. 

 

(1
-4

-3
) 

S
P

P
が

、
セ
ミ

ナ
ー
や

研
修
の
内

容
や
教

訓
を
踏

ま
え
て

、
執
務

参
考
資

料
を
作

成
す
る
。
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 SP
P 

pr
ep

ar
es

 R
ef

er
en

ce
 M

at
er

ia
ls

 b
as

ed
 o

n 
th

e 
is

su
es

 d
is

cu
ss

ed
 in

 a
nd

 
le

ss
on

s l
ea

rn
ed

 fr
om

 th
e 

se
m

in
ar

s a
nd

 tr
ai

ni
ng

s. 
(1

-5
-1

) 
V

B
F
が
、

弁
護
士

の
実
務

上
の
問

題
点
に

対
処
す

る
た
め

の
セ
ミ

ナ
ー
や

研
修
等

を
企
画
、

実
施
す

る
。

 

 V
B

F 
pl

an
s a

nd
 h

ol
ds

 se
m

in
ar

s a
nd

 tr
ai

ni
ng

s t
o 

ad
dr

es
s p

ra
ct

ic
al

 
ch

al
le

ng
es

 in
 le

ga
l p

ra
ct

ic
e.

 

 

(1
-5

-2
) 

V
B
F
が
、
実
施
し

た
セ
ミ

ナ
ー
、
研

修
の
内

容
や
教

訓
に
つ

い
て
、
法
曹
、
法

律
関

係
職
員
及

び
本
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
関

係
機
関

間
で
共

有
す
る

こ
と
を

目
的
に

、
そ
れ

ぞ
れ
の
終

了
後

3
か
月
以

内
に
、

報
告
書

を
作
成

す
る
。
 

 V
B

F 
pr

ep
ar

es
 re

po
rts

 o
n 

th
e 

is
su

es
 d

isc
us

se
d 

in
 a

nd
 le

ss
on

s l
ea

rn
ed

 fr
om

 
se

m
in

ar
s a

nd
 tr

ai
ni

ng
 c

ou
rs

es
 fo

r t
he

 p
ur

po
se

s o
f s

ha
rin

g 
in

fo
rm

at
io

n 
am

on
g 

le
ga

l p
ro

fe
ss

io
na

ls
, j

ud
ic

ia
l o

ff
ic

ia
ls

 a
nd

 a
ut

ho
rit

ie
s/

or
ga

ni
za

tio
ns

 
in

vo
lv

ed
 in

 th
e 

Pr
oj

ec
t w

ith
in

 th
re

e 
(3

) m
on

th
s f

ro
m

 th
e 

da
te

 o
f t

he
 

re
sp

ec
tiv

e 
se

m
in

ar
s a

nd
 tr

ai
ni

ng
 c

ou
rs

es
. 

 

(1
-5

-3
) 

V
B

F
が
、

セ
ミ
ナ

ー
や
研

修
の
内

容
や
教

訓
を
踏

ま
え
て

、
執
務

参
考
資

料
を
作

成
す
る
。

 
 V

B
F 

pr
ep

ar
es

 R
ef

er
en

ce
 M

at
er

ia
ls

 b
as

ed
 o

n 
is

su
es

 d
is

cu
ss

ed
 in

 a
nd

 
le

ss
on

s l
ea

rn
ed

 fr
om

 th
e 

se
m

in
ar

s a
nd

 tr
ai

ni
ng

s. 

 

(1
-5

-4
) 

V
B
F
が

、
本

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
支

援
対
象

で
あ
る

法
規
範

文
書
を

分
析
し

、
会

員
の

意
見
を
集

約
し
、

こ
れ
ら

の
法
規

範
文
書

の
改
善

の
た
め

の
提
案

を
取
り

ま
と
め

る
た
め
の

セ
ミ
ナ

ー
を
開

催
す
る

。
 

 V
B

F 
ho

ld
s s

em
in

ar
s t

o 
an

al
yz

e 
th

e 
iss

ue
s o

f t
he

 P
ro

je
ct

-r
el

at
ed

 L
N

D
s, 

co
m

pi
le

 th
e 

op
in

io
ns

 o
f m

em
be

rs
, a

nd
 m

ak
e 

pr
op

os
al

s f
or

 th
e 

im
pr

ov
em

en
t o

f t
he

se
 L

N
D

s. 

 

(1
-6

) 
M
O
J、

S
PC
、
S
P
P、

VB
F
が

、
実
務

に
関
す

る
問
題

点
を
共

有
し
、

法
曹
及

び
法
律

関
係
職
員

が
直
面

す
る
課

題
の
対

応
策
を

検
討
す

る
た
め

、
関
係

す
る
機

関
の
法

曹
や
法
律

関
係
職

員
が
一

緒
に
参

加
す
る

「
共
同

活
動
」

を
実
施

す
る
。
 

 M
O

J, 
SP

C
, S

PP
 a

nd
 V

B
F 

co
nd

uc
t ‘

jo
in

t a
ct

iv
iti

es
’ w

he
re

in
 le

ga
l 

pr
of

es
si

on
al

s a
nd

 ju
di

ci
al

 o
ffi

ci
al

s f
ro
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(1
-7

) 
S
P

C
が

、
「
判
例

」
に
関

す
る
研

究
を
発

展
さ
せ

、
法
規

範
文
書

を
統
一

的
に
適

用
す
る
た

め
の
情

報
を
収

集
し
、

取
り
纏

め
る
。
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(1
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) 
S
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P
が

、
犯
罪

学
、
犯

罪
統
計
等

の
刑
事

政
策
に

関
す
る

情
報
を

収
集
し

、
取
り

纏
め
る
。

（
犯
罪

学
セ
ン

タ
ー
に

関
す
る

活
動
）
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(1
-9

) 
M
O
J
が

、
他
の

J
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メ
ン
バ

ー
と

協
議
の

上
、
少
な
く

と
も
一
年

に
一
回

、
実

施
し

た
活
動
及

び
活
動

の
予
定

を
報
告

す
る
た

め
の

JC
C
会
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を
召
集

す
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M

O
J
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、
改
正

民
法
、

不
動
産
登

記
法
及

び
担
保

取
引
登

録
法
の

最
終
草

案
を
作

成
す
る
た

め
の
セ

ミ
ナ
ー

等
を
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す
る
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、
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正
民

事
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訟

法
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最
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草
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る
た
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開
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る
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(2
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を
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中
央

司
法
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係
機
関

と
は
、
司

法
省
、

最
高
人

民
裁
判

所
、
最

高
人
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検
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及
び
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央
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APPENDIX III  Plan of Operation
Project Title: Technical Assistance for the Legal and Judicial System Reform Phase II
Implementation Organization: MOJ, SPC, SPP and VBF
Implementation Period: four (4) years 
Target Group: Legal Professionals and Judicial Officials of MOJ, SPC, SPP and VBF
Project Site: Hanoi

2015
Apr-Jun Jul-Sep Oct-Dec Jan-Mar Apr-Jun Jul-Sep Oct-Dec Jan-Mar Apr-Jun Jul-Sep Oct-Dec Jan-Mar Apr-Jun Jul-Sep Oct-Dec Jan-Mar

(1-1-1) SPC and SPP collect information necessary
for the effective implementation of the
Project, including judicial statistics and
judgments unless otherwise provided for by
LNDs, and further analyze practical issues
on adjudication.

(1-1-2) MOJ, SPC, SPP and VBF collect the
information on local practice necessary for
the effective implementation of the Project
and analyze practical issues.

(1-2-1) MOJ holds seminars and conducts training
courses for local officials; namely
execution officers, registrars for secured
transactions, public notaries, and personal
status registration officers.

(1-2-2) MOJ prepares reports on the issues
discussed in and lessons learned from
seminars and training courses for the
purposes of sharing information among
officials and institutions involved in the
project within three (3) months from the
date of the respective seminars and training
courses.

(1-2-3) MOJ prepares Reference Materials and
revises JA textbooks based on the issues
discussed in and lessons learned from the
seminars and training courses.

(1-3-1) SPC plans and holds seminars and trainings
to address practical challenges in
adjudication practice.

(1-3-2) SPC prepares reports on the issues
discussed in and lessons learned from
seminars and training courses for the
purposes of sharing information among
legal professionals, judicial officials and
authorities/organizations involved in the
Project, within three (3) months from the
date of the respective seminars and training
courses.

(1-3-3) SPC prepares Reference Materials based on
the issues discussed in and lessons learned
from the seminars and trainings.

(1-4-1) SPP plans and holds seminars and trainings
to address practical challenges in
investigations and court proceedings.

(1-4-2) SPP prepares reports on the issues
discussed in and lessons learned from
seminars and training courses for the
purposes of sharing information among
legal professionals, judicial officials and
authorities/organizations involved in the
Project within three (3) months from the
date of the respective seminars and training
courses.

(1-4-3) SPP prepares Reference Materials based on
the issues discussed in and lessons learned
from the seminars and trainings.

(1-5-1) VBF plans and holds seminars and
trainings to address practical challenges in
legal practice.

20142011
(Activities) 

2012 2013
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2015
Apr-Jun Jul-Sep Oct-Dec Jan-Mar Apr-Jun Jul-Sep Oct-Dec Jan-Mar Apr-Jun Jul-Sep Oct-Dec Jan-Mar Apr-Jun Jul-Sep Oct-Dec Jan-Mar

20142011
(Activities) 

2012 2013

(1-5-2) VBF prepares reports on the issues
discussed in and lessons learned from
seminars and training courses for the
purposes of sharing information among
legal professionals, judicial officials and
authorities/organizations involved in the
Project within three (3) months from the
date of the respective seminars and training
courses.

(1-5-3) VBF prepares Reference Materials based
on issues discussed in and lessons learned
from the seminars and trainings.

(1-5-4) VBF holds seminars to analyze the issues
of the Project-related LNDs, compile the
opinions of members, and make proposals
for the improvement of these LNDs.

(1-6) MOJ, SPC, SPP and VBF conduct ‘joint
activities’ wherein legal professionals and
judicial officials from each concerned
authorities/organizations jointly participate
in order to share practical issues and
address challenges which are faced by legal
professionals and legal officials.

(1-7) SPC gathers necessary information and
compiles issues to facilitate their study on
the concept of ‘court precedents’ and
thereby to secure consistent
implementation of LNDs.

(1-8) SPP gathers necessary information and
compiles issues on criminal policy
including criminology and crime statistics.
(Activity relating to Criminology Center)

(1-9) MOJ, in consultation with all members of
JCC, convenes JCC meetings at least once
a year to report their activities and
upcoming schedule. ● ● ● ●

(1-10) MOJ, SPC, SPP, and VBF disseminate
their reports mentioned in 1-2-2, 1-3-2, 1-
4-2, and 1-5-2 as wide a distribution as
possible.

(2-1) MOJ holds seminars to develop a final draft
of the revised Civil Code, the Law on
Immovable Property Registration, and the
Law on Registration of Secured
Transactions.

(2-2) SPC holds seminars to develop a final draft
of the revised Civil Procedure Code.

(2-3) SPC holds seminars to develop a final draft
of the revised Law on the Organization of
the People’s Court.

(2-4) SPP holds seminars to develop a final draft
of the revised Criminal Procedure Code.

(2-5) SPP holds seminars to develop a final draft
of the revised Law on the Organization of
the People’s Procuracy Office.

(2-6) SPC holds seminars to develop a final draft
of subordinate LNDs on the Administrative
Litigation Law, which reflect the concepts
of the Law.
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2015
Apr-Jun Jul-Sep Oct-Dec Jan-Mar Apr-Jun Jul-Sep Oct-Dec Jan-Mar Apr-Jun Jul-Sep Oct-Dec Jan-Mar Apr-Jun Jul-Sep Oct-Dec Jan-Mar

20142011
(Activities) 

2012 2013

(2-7) MOJ holds seminars to gather necessary
information and to analyze issues on the
Civil Judgment Execution Law, the State
Compensation Law, and the Personal
Status Registration Law.
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